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★ 昭 和47 事 業 年 度

■シートピア計画30m シミュレーション実験の視察を兼ね

た役員会が横須賀で行なわれた。(写真左から松田，染谷，

志岐，堀，石倉理事長，木下，崎田の各役員と黒田企画

部長。 村井潜水技術部主幹， 成田企画課長)(47年７月)

■第２回国際海洋展に参加した海洋科学技術センター

コーナー（47 年10 月）

■昭和47年８月， わが国初の海底居住実験（シートピア計

画）が静岡県西伊豆田子港で実施された，（沈設される

海中作業基地　この中で２泊３日の生活を４人のアクア

ノートが過す）
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概　　 況

昭和 ４７年度は センタ ー発足の２年 目の年であり、政府 、民間、

学会の 期待にこたえてわが国の海洋科学技術推進の中核的役割を果

たすための基盤 づくりとして 。前年度 忙引 き続 き各種施設設備の整、

備 、組織人員の充実を中心に事業の運営を行なうとともに 、潜水技

術 、海 洋理工学等に関する試験研究の本格的実施を目ざ し、調査研

究を進めた 。また国からの委託事業 としてシ ートピ ア計画 、潜水シ

ミュレー タの建造研究 、海洋に関する総合 レビュ ーをそれぞれ実施

し 。所期の成果を得た 。

施設設備の整備については 、昭和４ ７年４月 、神奈川県横須賀市

夏島に国から4  0,1 5 9.5 7㎡にわたる土地の現物出資を受け たのにと

もない、本格的に施設の建設に着手するこ ととなった。即 ち、潜水

シミュレ ータを設置するための海中環境訓練実験棟、海洋理工学部

門の本拠となる海洋工学棟および海洋工学実験場、さらに海 洋科学

技術者の研修のための海洋工学実習棟の建設を行な う一方 、付帯施

設として変電所およびユーティリティプラントの一部建設も行ない、

本格的な研究開発、研修等の実施のための環境条件の整備に力を注

いだ。

また。大型共用実験設備として昭和４７年度から４ヵ年計画で国

の出資に より高圧実験水槽の建造を行な うことに なり、本年度はシ

ステム設計ならびに水槽本体の鋳造を実施した。本高圧実 験水槽は

深海の高水圧条件を実験的に再現するもので、深海潜水調査船の構

成部材、深海観測用の各種機器の開発検定をはじめ、深海に関ずる

各種機器の研究開 発の実施に不可欠のものである。

組織人員の充実については、センターの 本来主要業務である総合
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的試験研究事業を積極的に推進するための基礎固めとして、前年度

に引き続き潜水技術部を充実し、潜水機器研究室を新設するととも

に、本年度新らたに海洋理学研究室、海洋保全研究室の２研究室か

らなる海洋理学部を設置した。また、情報管理室も新設し資料集収

業務の一部を開始した。

潜水医学、海洋理工学等に関する試験研究の実施については 。設

立後２年目のため研究施設設備の整備を進めるなかで実施しなけれ

ばならず　本格的な試験研究の実施は困難であったが、潜水技術研

究としては潜水機器　海中技術 、海中医学の分野についての基礎的

調査研究を行ない、また海洋理工学等に関する研究としては、内部

波に関する研究。海洋保全の生態学的研究に着手した。

国からの委託業務については、シートピア計画３０　海中実験を

前年度に引 き続き実施するとともに、６０Ｍ海中実験の準備に着手

した。 ３０Ｍ実験ではアクアノートの訓練 、シミュレーション実験

を経て、昭和４７年８月１５日から静岡県西伊豆町田子港において

２泊３日の海中居住実験を実施し 、飽和潜水技術の確立のための基

礎資料を得た。また、昭和４８年秋の海底居住をめざしたシートピ

ア６０Ｍ実験は。昭和４８年３月アクアノート候補者の選抜を第一

歩として、実験準備に着手した。国の委託により研究開発を進めて

きた潜水シミュレータの建造については。本年度は新らたにヘリウ

ム回収精製装置の建造研究を行なうとともに、前年度に継続してシ

ミュレ ータ本体、中央管制装置の建造研究を実施し、昭和４８年７

月完成を目標沱現地据え付けまでの工事を計画した。そのほか本年

度から海洋に関する科学技術の動向展望を総合的に理解し 把握す
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ることを目的とした海洋に関する総合レビューを国からの受託業務

として開始した。

2｡ 組 織・定 員

昭和４７年度の組織および定員は別表に示す通りで 、海洋の総合

的研究開発をめざす試験研究業務を充実するため、実験研究部を改

組（ ５月１６日付 ）して、潜水技術部のほか海洋理学部 、情報管理

室を設けた。

この改組に併万い 、潜水技術部には潜水機器に関する試験研究を

主業務とする潜水機器研究室を、海洋理学部には海洋環境 。海中構

造物、海中通信等海洋理工学に関する試験研究を行万う海洋理学研

研室、海洋汚染防止等海洋保全に関する試験研究を行左う、海洋保

全研究室の２研究室をそれぞれ新設した。

また、情報管理室は海洋工学に関する技術データならびに海洋科

学技術に関する基礎文献を収集するとともに、海洋科学技術情報の

所在調査および分類法の検討などを行なうものである。万お、４７

年度の定員は潜水技術部、海洋理学部、情報管理室の設置により役

員１０名（内非常勤５名 ）職員５８名の合計６８名とたった。（４６

年度４０名 ）

（1） 役　員

会　 長　　 駒 井 健 一 郎（ 非常 勤 ）

理 事 長　　 石 倉　 秀 次

理　 事　　 木下　 一郎
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染谷　 経治

松田　 源彦

岡村　健二（ 非常勤 ）

志岐　武司（ 非常勤 ）

崎田　　 晃

堀　　 武男（ 非常勤 ）

（2） 職　 員（ 幹部 ）

企　 画　 部

潜水技術部

海洋理学部

協力団体連絡室

情報管理室

企画部長　　　　　　 黒田政 次郎

企画課長　　　　　　成 田　 英 夫

経理課長　　　　　　片 桐　　 靖

施設課長　　　　　　山 本　　 茂

潜水技術部長　　　　小 松　 茂暢

海中技術研究室長　　村井　　 徹

潜水機器研究室長　　金田　 英彦

海中医学研究室長　　中山　 英 明

海洋理学部長　　　　江村　 富男

海洋理学研究室長　　堀田　　 宏

海洋保全研究室長（兼）江 村　 冨男

協力団体連絡室長　　浅 野　 正 明

情報管理室長　　　　小 谷　 良 隆
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（3） 組　　 織

画　 部

潜水技術部

会長� ―理事長 一理

監 事

十

海洋理学部

協力団体連絡室

業務の運営に関する調

企　 画　　課　 査、企画、調整、広報、

人事、庶務 、文書

経　　 理　　 課　 予 算､ 決 算 、契 約 、用 俗

施設及 び資材の取得、
施　　 設　　 課

建 設、管理、運用

中技術 研究室
潜水技術 等海中技術に

関する試験研究

潜水機 器研究室
潜水機器に関する試験

研究

海中に釦ける人間の生

海中医学研究室　理、心理等海中医学に

関する試験研究

海洋環 境、海中構造物 、

海洋理学研究室 海中通 信等海洋理 工学

に関す る試験

海洋汚染防止等海洋保
海洋保全研究室

全に関する試験研究

民間協力団体 との連 絡、

寄附金及び 出資の募集

情 報 管 理 室
海洋科学技術情報の所

在調査分類調査、検討
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（４） 定　 員（ 昭和４７年度定員 ）

会　　　　　　長 １　（ 非　 常　 勤 ）

理　　 事　　 長 １
役　　　　　 員

理　　　　　　事 ６　（ 内８非常勤 ）

監　　　　　　事 ２ （ 内１非常勤 ）

小　　　 計 １ ０

部　　　　　　長 １

企　　 画　　 課 １　０
企　　 画　　 部

経　　 理　　 課 ６

施　　 設　　 課 ７

小　　　 計 ２ ４

部　　　　　　長 １

海中技術研究室 ７
潜 水 技 術 部

潜水機器研 究室 ４

海中医学研究室 ６

小　　　 計 １ ８

部　　　　　 長 １

海 洋 理 学 部 海洋理学研究室 ６

海洋保全 研究室 ６

小　　　 計� ]．３

協力 団体連絡室 室　　　　　 長 １

小　　　 計 １

情 報 管 理 室 ２

小　　　 計 ２

総　　　　　 計 ６８　（ 内非常勤 ５ ）
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3｡ 事 業 予 算 と 収 支 決 算

昭和４７年度は、発足第２年度として、試験研究体制の強化 、セ

ンターの業務の遂行に必要な施設および設備の整備に重点をおいて

事業を推進することとして、下記のとおり予算を執行した。

イ、資　本　金

昭和４７事業年度において４６事業年度より 、1,083,97 4

千円増加し、総額1,213,974 千円 となった。増加額の内訳は 、

政府出資金235,000 千円。政府現物出資8  4 8,9 7 4千円(土地)

である。

（ 単 位･ 千円 ）

区　　　 分
４ ６事 業 ４ ７ 事 業

構 成 比　 備　　　　考
年 度 末 年 度 末

政 府 出 資 金 1 0 0,0 0 0 3 3 5,0 00 2 7.6 

政 府 現 物 出 資 ０�  4 8,9 7 4  0.0 
土地 横須賀市夏島町� 

8 7
4 0,1 5 95  Irrt

民 間 出 資 金� 3 0,0 0 0 ３０,０００� 2.4

計� 1 3 0,0 0 0 1,2 1 3,9 7 4 １００．０
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収入支出決算額

（ｲ）収　入

科　　　　　　　　　目 収入 予算現額 収入決定済 額
対 収 入 予 算

増 乙 減 額

円� 円� 円

〔 出 資金部門 〕 758,78  7,840 7 38,4,81,788 心25,306052

出　 資　 金 565,000,000 531566)048 企 ３８,４８８� £)５２

政　　府　　出　　資　 金 235,000 口00� 235,000,000 ０

民 間 出 資金 及び寄付金 330,000000 296,56604-8 乙 ３３,４３８９５２

事 業 収 入

事　　 業　　 収　　 入

受　 託　 業　務　 収　入 191,118,84)0 19  U  18,840 ０� 

事業 外収入

預　　 金　　 利　　 子 2,6  69,000 10,7 9 6,900 8,127,900

〔 補助 金部門 〕 1  67,934),000 151 β96J026� 乙 １６２ ３７９７４� 

補　 助　 金 16  7,175,000 150,682,702 ^  16,492^  98 

国　　庫　 補　　助　 金 83,175 口00� 83,175,000 0 

民　　間　　寄　　付　　金 84,000,000 6 7,50 7,702 ^  16,492298 

事業外収入

雑　　　　 収　　　　 入 759p00 1,013,324 254324

合　　　　　　　計� 926,721,640 8 85,177,814 ^  41,5440  2 6

－ １８ －



（口） 支　 出

科　　　 目 支出予算額
前 事業 年 度

修正増� △減額
からの繰越額

円� 円� 円

〔 出資金部門 〕 627,669,000 439,3 08,46 7 ０

研 究 事 業 費 62 5,225,000 4;39,2 94.,607 ０

一般管理運営費 2,444,000 13,860 ０

〔 補助 金部門 〕 168ﾕ29,000 0 八19  5,000

一般管理運営費 158,003,000 0 
乙19 5,000� 

予　　 備　　 費 10,126,000 0 0

合　　　　　計� 795,798,000 439,308,467 八195,000� 

翌事業年度

に贊 流用増� △減額 支 出予算現額 支出決定済額
への繰越額

∧
円� 円 円 円

0 1,198,096307 5  73,502,516 58 6,52 3ﾕ７９� 

０ 134.8,000 Ｕ ９叩86j も47� 57  2,561,516 586.523J.79

０ ^  1248,000 1309,860 941,00  0 ０

０ ０ 16  7,934,000 15 1,69  6,026 ０

０ ０ 157 β08,000� 151,696,026 ０

０ 10,126,000 0 ０

０� 1,366,03030  7 725,19 8,542 586,523,179≫

-

１９ －

弾 力 条 項
ｊ

に よる増 額

匸
ス

く

ブ
131,118 β40 j

不 用 額� 

円

38,070,612

37,801,75 2

268,860

16,287974

6111,9741

10,12 6,000

54,308,58 6

０



，なお 、４６年 事業 年 度 の 決 算は 下 記 の通 りであ る 。

（彳） 収　 入

科　　　　　　 目

〔 出 資金 部門 〕

出　　資　　金

政　 府　 出　 資　 金

民間出資金及び寄付金

事 業 収 入

事　　 業　　 収　　 入

事 業 外収 入

預　　 金　　 利　　 子

〔 補助金 部門 〕

補　 助　 金

国　 庫　 補　 助　 金

民　 間　 寄　 付　 金

収 入 予 算 額

円� 

593,706,000

258,000,000

１００,０００,０００

１５８,０００,０００� 

334,786,000

920,000

59,516,000

59,504,000

29,504,000

30,000,000

収入決定済額

円

５６８� β４９μ８２� 

230126,000

１００,０００,０００� 

130.126,000

334.,7 85,733

3,4,3 7,499

58,584,004

58,57 8,000

29,504,000

29,074000

対 収 入 予 算

増� △ 減 額

円

△　25� β56,768

乙27,874,0  00 

0

^  2  7,8 74,000

乙　　　　２６７� 

2517,49  9

乙　　931,996

乙　　92  6,000

０

乙　　92  6,000 

- ２０ －



㈲　支　 出

科　　　　　目 支出予算額
前事業年度か

予備費使用額
らの 繰 越 額

円 円 円

〔 出資 金 部 門 〕 593,706,000 ０ ０

研　究　事　業　費 5  9 2,622,00  0 ０ ０

一 般 管 理 運 営 費 1,084.,000 ０ ０

〔 補 助 金 部 門 〕 59516,000 ０ ０

一 般 管 理 運 営 費 56,711,000 ０ １� β7 4,000 

予　　　 備　　　費 2,805,000 ０ ^  1,874,0 0 0

合　　　　計� 6 53,222,000 ０ ０

|
支出予算現額 支出決定済額

翌 事 業 年 度
不　 用　額

へ の 繰 越 額
]　 

ｯ 円� 円 円� 

593,706po( 126,6872  66 439,308,46  7 27,710,267

592,622,000 125,617,126 439,294,60  7 27,710,267

1,0  84,000 1,070,14 6 13,8 60 ０� 

59,516,000 58,584,0 04 ０ 931,996

T58,585,000 58,584,00 4 ０ ９９６� 

931,0  00 0 ０ 931,000

j　

653,222,000 18 5,271,270 439,308,4.67 28,64  2,263

-21-

ｊ

流用増� △減額

ｙＴ

０

０

０

０

イ

づ� 



4｡ 土 地 お よ び 建 物

昭和４７年４月 、神奈川県横須賀市夏島町の国有地の一部40,15

9,57㎡を国から現物出資を受けた 。

この敷地は旧海軍航空隊跡で、戦後米軍が使用していたが、わが

国に返還されるに至って、横須賀市が旧軍港市転換法による転換計

画により 、追浜工業団地造成計画を決定した地域である。東側およ

び南側は海に面しており、いずれも岸壁が築かれており、南側は大

部分が斜路となっているため、海洋科学技術の開発施設の建設には

地の利を得た絶好の地といえる。

この敷地に昭和４７年８月からセンター施設の建設に着手したが、

施設の建設にあたっては海水位が高く 、台浪時における高潮の浸入

を防止するため 、建物の床面は現在の地面高より約１．高くするこ

ととした。

本年度末までに完成した建物は、海洋工学棟、海洋工学実習棟、

および受電所、ユーティリティプラント棟である。引き続き海中環

境訓練実験棟 、ガ スバンク棟。潜水技術棟、および海洋工学実験場

の一部が完成する見込みである。

なお。施設建設計画図は別図のとおりである。

－ ２２ －





第２章　業務概況



Ｉ

施 設設備 の建 設整 備� 

1. 追浜地区における施設の整備

昭和４７年度には国から土地40,15  9.5 7m2の現物出資を受けたの

で、この敷　に施設整備計画にもとづいて各種の研究開発施設、共

同研究実験施設および潜水訓練施設等の建設に着手した。

建物および付属設備としては。海中環境訓練実験棟（ 鉄筋ゴング

リート２階建延面積1,58 6.64㎡）、海洋工学棟（ 鉄筋コンクリート

２階建延面積1,04.7.495㎡ ）、海洋工学実習棟（ 鉄筋コンクリ～卜

２階建延面積584.88  v? ) 、潜水技術棟（ 鉄筋コンクリート２階建

延面積430.29 ㎡ ）、受電所・ユーティリティプラント棟（ 鉄筋コ

ンクリート平屋建３３０㎡）。海洋工学実験場（ 鉄骨平屋建3,000 ㎡

うち第１期工事分2,10 0m2 ）の建設を進め、これらのうち海洋工学

棟、海洋工学実習棟および受電所・ユーティリティプラント棟は年

度内に完成をみた。

また設備としては。6,000 Ｖの高圧受電設備および市水道の引き

込み工事が完了したので、研究開発業務の一部を実施できるように

なった。完成建家の図面は下記のとむ かである。



①　海洋工学棟（ 着工47 年１２月１日・完成48 年３月31 日）

完成した施設のうち 、海洋工学棟は海洋理工学に関する研究、海

洋保全に関する研究等を行　うことを目的としたもので、１階は実

験研究室で、主に分析 、精密測定 ．機器類の改良および開発等のた

めに 、精密測定室．暗室 ．実験室．準備室等を配置し、２階は１階

の実験室または本建屋　隣接して建殷される実験場 、屋外における

諸実験データ整理のための研究室．研究会議を行なう会議室等を配

置した．

②　海洋工学実習棟（ 着工47 年12 月９日･完成48 年３月31 日 ）

海洋工学実習棟は海洋科学技術者養成のための研修に用いること

を主体として設計されたもので。それぞれ個室の研修室を約釦室配

置してあり、研修能率の向上を考慮して軽食、入浴等の設備 もそ万

えている。

特に、１階中央には研修者同志の対話の場として軽食堂兼用のミ

～ティング室を配置して、研修成果の一層の向上を計ることを期待

している。



③　 ユーティリティプラント設備 （ 着工47 年12 月３１日 。

完成48 年 ３ 月31 日 ）

ユ ーティリティプラントは電力 と水を構内各施 設へ供給 すること

を目的 とした建家 で。受電設備は5  0 0KVA変圧器２基 、300 KVA 1

基 、30 KVA　1 基。計1  3 3 0 KVAの容量を有している。　建設 にあた

っ ては 、塩害と砂ほこりを防 ぐことに重点を置 き、開放部分をでき

る だけ少左くした。

また、将来 、自家発電装置の設置 、設備容量の増加に備えて必要左

スペ ースを保持したものとした。

一方。給水装置は建屋内の受水槽からの配管を２系 統に分け 、４

台の ポンプを交互に運転して構内へ送水するように 痙っている。

消火栓用配管は。消火栓専用を 一般の給水管とは別に配管 する と

ともに 、消火栓用ポンプを設置して火災に備えている。

④　 海中環境訓練実験棟（ 着工47 年８月２５日 。

完成48 年６月３０日 ）

海中下500 メートルにおける環 境を陸上に模擬することができる

潜水シミュレ ータ装置を収容する建屋で 、長期間のシミュレーション

実験 、高圧ガ スの使用等から災害に対 する安全性を重視し、建設場

所は セッ ター敷地全体の地盤調査を行　 い 、条件の最良 の場所を選

んだ。特に実験者が長期間にわたってシミュレ ータ内に居住するた

め地　 。火災等に よる人体、生命への 危害を防 止することを主眼と

して耐震 、耐火に 意を注いだ特殊建築物で１階の床は 高潮お よび津

波 に対処して高床式を採用し、構造体は耐震構造 とし。棟内は極力

不燃材を使用した。

－ ２９ －



⑤　潜水技術棟（着工48 年１月２９日･ 完成４８年７月予定 ）

海中環境訓練実験棟に隣接して建てられ、潜水技術に関する実験

データの分析 、解析 、整理等を能率的に行左うため、主に実験室。

研究室で構成されている。

１階は 、潜水器具等の研究開発のための実験室、２階は各実験に

より得られたデータ分析、整理を行 なヽうための研究室と　っている。

【1　　階】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　階l【2　　

⑥　海洋工学実験場（ 計画中 ）

海洋工学の実験　海洋の多種多様友状況が再現できるよう計画し

てあり 、延3,000 ㎡　およぶ大規模　建屋である。内部　は実験水

槽、水路　ど大型実験装置を配置する。

３ ０



２。 潜 水シ ミュレ ータの建 造研究

科学 技術 庁は 、わが国 におけ る深海潜水技術の 研究 開発 、潜 水時

の 安全 基 準 の作成 、深 海潜水技 術 者の養成 訓練　 使用 する た め、水

深5 0 0  m ま での海中環 境を 再現 で きる海中環 境訓練 施設（ 潜水 シ ミ

ュレ ー タ ）を昭 和 ４５年度 か ら３ヵ年 計画 で建造 する こと とし、こ

の 建 造 研究 を海 中開 発技 術 協 会に委託 していた が、昭和 ４６年10 月

海洋 科 学 技術 セン タ ーは 発足 と ともに 、この建造 研究 を前記 協会か

ら継 承 して 進め る こと と　 っ た。

潜 水 シミ ュ　 － 夕は 人 体を対 象 とし て高圧下におい て研究 開発お

よび 訓練 を 実 施す る施 設 であ るの で、 セン ターは この研究 を実施 す

る に 当　 て潜 水 シミ ュレ ータ建造 研究 検討委員 会を設 け て、技術 的

問 題 を検討 し解 決 す ると ともに 、機器の製作 、据 付け 、組立 に万全

を 期 す るた めヽ製 作側 と発 注側 の双 方に検査班を設け て 。綿 密 左検

査 を実 施 し 、さ らに 向者 の検 査班 間 におけ る連 絡調整 のため に次 の

構 成 の検 査 委員 会 を設 け て 、建造 研究 の円滑 かつ厳格痙実 施 を期 し

た。

潜 水シ ミュレ ー タ検 査委員 会委員

検 査 班 長　 小 松 茂暢（　 ）

（ 日本鋼管 株式会社 ）

検 査 委 員　 中山 英 明（　　 ”　　 ） 村瀬豊治　

金田 英 彦（　　 ”　　 ） 斉藤　 繁（　 ）

秋 吉 雅文（　　　 ） 伊奈　 普（ 三　 崎　 重　 工 ）

土田　 棯（　　 ”　　 ） 准田 勝照（　　　　 か　　　　）

萩 野宗 一（ 大　 阪　 酸　 素 ）

島　　 巌（ 日　 本　 酸　 素 ）
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昭和４７年度には 、潜水シミュレ ータ本体（ ドライチェンバ ーお

よびウエットチェンバー）の建造を引 き続き進めたほか、中央管制

装置 。ヘリウム回収装置の製造に着手した。一方これらの施設を収

容する海洋環境訓練実験棟（ 建築面積779.76 ㎡ 、延床面積1,586.64

㎡ ）は昭和４７年８月２５日に起工し、潜水シミュレ ータ本体を設

置する２階床層の完成をまって本体の据付工事を行在い、さらに建

設工事を進めて、昭和４８年６月 ３０日に竣工した。また潜水シミ

ュレータ本体の付帯施設、中央管制装置 、ヘリウム回収装置等の据

付けも進捗し、年度末までには完成する。（ 潜水シミュレータ 主要

要目は後付資料　を参照されたい。）

３。 高圧 実 験 水槽の 建 造

深海は未知の学問的資料等、鉱物資源の存在場所。廃棄物処分の

ためのスペース等として注目されており、その開発可能性も活発に

検討されている。現在、海洋資源の開発が可能　のは大陸棚（200

， ）どまりであり、海洋の大部分を占める深海域（2,000 ～6,0 0 0

． ）については 、ほとんど未開発の状態にある。

このよう　未知の領域を開発するにあたっては 、まず第一に調査

が必要であるが、調査に用いる機器は。従来使用しているものはそ

のままではほとんど使用不可能であるので、新た万開発を行なう必

要がある。

この開発を行　う　あたって当面必要と　るのは深海底の状況を

実験室にて再現することである　　現状では。わが国におけるこの

３２



種の施設は小規模ヽなうえに再現の対象も圧力だけで、非常に不充分

なヽ状態であり、早急　大規模かつ忠実虻深海環境を再現できる高圧

実験水槽を開発、製作し　けれぱ　らたい。

再現すべき要件は 、　)圧力 、(口)温度、� ○ 化学的成分、　溶解ガス

流れ、である。また一つの水槽ですべての要件を満足 し。大小さ

まざまの供試体をテストするのは困難である。

建造はきわめて高度の技術を必要とするので。センターは昭和47

年６月　高圧実験水槽検討委員会を設立し( 委員名等は第３章参照)

製作法の詳細、試験検査の基準 、使用時の安全性等についての慎重

な検討を行なった。また、第一期計画として諸 方面からの要望も高

く、高圧に亘る実験が可能 左中型水槽を建造することとし、下記の

とおり、その要求性能を決定 した。

(1)有効内寸法　内　径　1. 　 m　　　長　さ　　3.0　。

(2)使 用 回 数　最高静圧加圧力　1,2  0 0回以上

繰返 し 加 圧力　　106 回以上

(3)圧　　　力　静圧加圧力　　　1,5 6 0 ( 昇圧１０分以内)

繰返 し 加 圧力　6  5 0 ^  (1～001 サイク与)

(４)使 用 温 度　Ｏ～３５� ℃

(５)使 用 媒 体　人工海水 、海水、真水、油

(6)流　　　れ　Ｏ～ ０．１ m / S

そして仕様書原案を作成するための専門部会員が指名された。

万お仕様書内容区分は、1.水槽本体　2.加圧装置　3.注排水装置

4.貫通金物　5.計測装置　6.モニター装置　7.作業装置　8.建家

と　っている。専門部会における最も重要左検討事項は水槽本体を

－ ３３ －



一体構造とするか、多層構造とするかであった。

これについてはそれぞれ次　のべる得失があったが、わが国にお

ける関連技術水準を考慮して。一体構造を採用することが決定され

た。

①　肉 厚が大と　ることによるマス・エフェクトについては 実績お

よび各種の材料試験を含白品質管理　よって、問題のないことが

保証できる。

焼ばめは 、一体構造　　比べて詳細　応力解析が困難であり、特

に焼ばめリングが分割されている場合にその困難が大きい。

焼ばめの場合、製作上焼ばめ面の機械加工精度に配慮が必要で

ある。また、焼ばめの場合 、ハイ・サイクルの繰返し加圧忙対す

る挙動が明確でない。

③　工期は一般的に焼ばめの場合長く　る。

一方、

④　一体構造の場合、肉厚が4  0 0 mm 程度となり 、材質均一性の保

証が困難である。

⑤　本体を底の互い形で製作する場合、底を別途に鋳造し溶接する

ので 。厚肉溶接の品質保証が問題と　る。

一体構造の場合、２００トン程度の インゴットを作るので、肉厚

中央部での靱性の低下を生 じ、低温 ぜい性が問題に　る。

焼ばめ方式の場合。　斯圧縮応力を与えてあるため、圧力上昇

時の応力分布は単肉より均 一に　る。

反面このよう　厚肉一体構造の圧力容器は、製作事例が互い。

⑧　焼ばめに使用される程度の溶接については 、実験結果および実

－ ３４ －



績により問題　いことが保証される。

憲お 。センターは材料専門メーカから使用材料、および製作工程

に関する詳細　資料の提供をうけ 、専門部会とも協議を重ね、その

結果、この程度の容器寸法では一体構造による水槽本体製作に材質

的 なヽ困　は　く 、製作工程が簡単であることは大きな利点であると

いう結論　達し。第３回委員会でも一体構造を採用することが了承

された。（ 高圧実験水槽の建造全体計画は後付資料編を参照された

い。）� 
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II　 試験研究情報に関 する業務

１． 潜水技術、海洋理工学等に関する研究開発の実施

研究 施設の整備に とも万い。海中技術。潜水機器 、潜水 医学 。海

洋 理学 、海 洋保全 等の分野において下記の 研究開発を実 施した。

（1） 海中作業における安全性に関する基礎的試験研究

潜水 作業中の事 故の実態を調査し、潜水 事故の予 防 、潜水 事

故発生 後の処置 法につい て、シートピア実験を想定 して予想

される事 故の項目、事故の対 策 について調査、検討した。

対象はSCUBA 潜水｡ハビタット潜水、ＳＤＣ 潜水, PTC －

ＤＤＣ潜水、ハビタット潜 水の各種潜水方法とし、人為事故、

災害 毳ど　項目 をかかけてそれ ぞれ につ き対処 策をあげた。

②　DIVING MANUAL 作成のための調査研究

既刊の各国 ダイビング・マニアルについて調査研 究するとと

もに 、わが国の潜水事情にマッチしたダイビング・マニアル

を作 成 す るた め,  U.S.NAVY DIVING MANUAL　 お よび� 

U.S.NAVY DIVING OPERATION HANDBOOK を 翻訳 し、

内容の 分析を実 施した。

（3） 安全かつ簡敏な潜水呼吸器具およ｡び装備品に関する基礎的研究

半閉鎖式潜水器SMS 一 凵 ドイツ）、FGG-I  (ドイツ）、� 

FENZY  (フラン ス）左らびに全閉鎖式潜水器ELECTROLUNG

（ アメリカ ）について一部分解を行左い 、構造・機能・使用

法に対する調査を実施した。

（4） 高圧下の酸素中毒および減圧症の発生機序 、予防および治療

に関する基礎的試験研究

高圧 下の酸素中 毒の酸素学的研究および酸素中毒発生機序々

らびに生化学的 。生理学的減圧症発生 機序、究明の ための資

－ ３７ －



料の収集、調査を実施した。

（5） 内部波に関する力学的研究

内部波は海洋のか　り深い所での水の混合や拡散輸送に大

右左役割を果たしてお　）、水産学的　重要　意義をもってい

る。

一方、内部波は人類が海洋を利用するさい　やっかい奇問

でもある。その一つは内部波の大きな振幅による水の上下

運動やそれに伴　って生ずる水平流である。内部波動が潜水

艇の潜航に支障をきた　ことは、GARGETT(19  6 8) や� 

PICCARD(19  7 1) の観測報告把よっても明らかである。

内部波に伴奇って生ずる流れ沱ついてはLA FOND(19  6 1)

の研究があげられるが、われわれは彼の研究毘基づいて浅海

における内部波の振幅とそれに伴奇う水平流速の計算並びに

実証を行奇った。水平流の測定はサポニアス・ロ ーター式訛

速計によって行在い、これが内部波によって発生したもので

あることの証明は、温度波のスペクトル解析により、その周

期性を比較することによって行なった。

これらの研究によって浅海における内部波が底質を移動さ

せ得る水平流を生ずることが理解できた。

（6） 海中における超音波の特性に関する基礎的研究

海中における有効奇通信手段は現在のところ超音波のみと

いっても過言では 奇い。しかし。超音波通信も海中雑音や音

波の屈折更に伝播速度が電波に比べて遅い等の問題点をもっ

ている。その中でも海中雑音は今日最も大きな問題である47
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年度においては、各種超音波機器から興味ある点の調査を行

った。また、超音波の研究を行　うための実験水槽につい

ても検討を行　った。

ぼ)ダイバー用水中通話装　　 シートピア実験でもアクアノー

トの通信用に携帯用の通話装置が使用されたがトラブルが

多かった。これは第１　ダイバー白身の出す呼吸音辛気泡

の音が大きいこと。

第２に送受波器の指向性が鋭いため位置によってかげ沱左

ること。

第３に喉や囗の周囲を圧迫した状態で話すために音声自体

が歪んでいること、ヘリウムボイスの影響等があげられる。

これらの問題点を解決するには単に通信方式を改良するだ

けでは不十分で、潜水器具全体から考え直す必要がある。

⑩超音波映像装置　現在、試作段階であるが、小型化、分解

能率の向上、使用レンジの拡大が可能と　れば港湾や沿岸

の濁水中での視認問題を解決できる。また照明を必要とし

いので　水船に利用すればエネルギーの節約に　ること

も考えられる。

サイドスキャンソナー　 サイドスキャンソナーは、音波を

利用した海底調査方法の一つで曳航体をケーブルで海底近

く曳航し、広範囲の地形をカバーできるので位置 計測か精

密であれば。海底地形図の作成や沈没物体の探索等に広く

応用できる。また、今のところ 凹凸の定量的表示は出来竒

いので、ステレオ写真の原理を応用し 画像の三次元化を行
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２

う研 究もすすめられている。

海洋での 超音波機器の試験には種々の困難が伴左うので、

①音波伝播の測定。� ②反射率、透過率の測定 。� ③ 送受波 器

の感度および 、指向性の測定。� ④ 新しく開発した機器のテ

スト、キャリブレ ーションを行　うため、音波の反射・雑音

温度変 化を　くした無響水槽 が必要で、その設計条 件貳つ

いて調査した。

（7） 海洋汚染の計測技術およ｡びそのモニタリングシステムに関

する基礎的研究

４７年度は予備的実験として 、シートピア3 0　 海 中実験

実施（ 水深３０。１）のさい、支援ブイ 沱おいて昭和 ４７年

８月６日から８月２４日の間 、水温、塩分、ＤＯ（ 溶存　

素 ）、透明度、流　、波高の調 査を実施した。

シ ートピ ア 計画30m 海 中 実験

センターは昭和４６年１０月の設立とともに。科学技術庁が海

中開発技術協会に委託していた海中作業基地による海中実験研究

－シートピア計画一の実　を同協会から継承し、その第1 段階とし

ての３０ｍ海中実験の実施に着手した。

この実験研究は昭和４６予算年度において、海中実験に使用する

海中作業基地を中心とする装置。機器の機能を確認しj さらに水深

３０ｍの海底における居住を通じて種々の海中実験を実施すること

と　っており、海中開発技術協会は昭和４６年９月、水深９ｇの海� 
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中において装置・機器の機能試験を実施し。以後の実験研究の実施

を当センターが引継いだが 、海中居住の安全性 確保のための施設の

改良整備、実験組織の編成等　時日を要し、水深 ３０　　おける海

中実験は昭和 ４７年度に繰り延べて実施した。

実験の詳細は別添資料のとおりである が、概要を記すと次の と

おり であ る。

（1） 海中実験 装 置・機器の改造

９ｍの海 中に装置・機器を展開して性能について予備実験を行

い。その 結果記もとづき安全性を確保し、作業能率を向上する

ため。支援ブイ８項目、P  TC ６項目、DDC ４ 項目、ハビタット３

項日　ついて改造を実施した。

（2） アクア ノートの練成訓練

海中実験に従事するアクアノー　卜を確保するため、民間企業の

潜水技術者よ　　補者を選抜し、４７年４月から７月に亘って飽

和潜水技術の習得、実験装置・機器、ライフサポートシステム機

器、医用機器等の操作について練成、訓練と実施し、その成果に

もとずき１２名のアクアノートを指名した。

（3）3 0 　 シミュレーシ　ンの実施

３０　海中実験にあたって採用するガス組成、加圧方法、温・

湿､度条件を設定し 、支援ブイ上 のＤＤＣを使用して ６月２０日か

ら７月１９日忙亘って環境コントロ ールのための機器の作動試験

を実施したのち。７月２３日から２７日に亘り、４人の アクアノ

一 一卜が３０ｍの水深　相当する高圧下　４６時間の模擬居住を実

しか。　お 、この高圧から常圧への 減圧には２９時間３０分 を
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要した。模擬居住中のアクアノ ートについては、体重、体温、呼

吸、循環。脳波、水分お よび熱量摂取量、尿等につい て測定 が実

施されたほか、心理検査および精神神経科医による面接が行われ

た。

(４)3 0 　 海 中 居 住 実 験

海中居住実験の実施海面として静岡県賀茂郡西伊豆町田子港内

を選定し、支援ブイその他海中実験装置を回送し、８月２日に支

援ブイを予定海面に係留したが、８月６日台風１３号の接近沱よ

り、実験準備作業を一時中断し、８日に再開して、諸般の準備を

８月１４日までに終了した。そして横尾嘉明、木下純、安村尚人、

村瀬幸三の４名のアクアノートは ８月１５日１４時より支援ブイ

上のＤＤｃ内で昇圧を受けたのち、ＰＴｃにより海中に潜降し、

同１６時よりハビタット内で海中居住に入り、以後１７日、１３

時１５分まで２泊３日の海中居住を実施した。海中居住を終了し

たアクアノートはＰＴｃによりＤＤｃに帰還し、同日１４時から

１８日１８時３７分まで、２８時間３７分に亘る　圧操作によっ

て高圧環境から常圧環境に復帰し、これによりわが国最初の飽和

潜水による海中居住実験を成功裡　終　した。

おこの 海中居住実験の実施を通じて 、(1)ア クアノ ートが海 中

おいて補給資材を受領する要領、簡単　手工具を使用した 工作

要領　どの作業 バ2)海中実験を実施するさいの実施 海 面の水温、

透明度。溶存酸素。波高、流速万万環境 要素の観測 バ3)海中居住

実験を実施するための加減圧および ライフサポートの技法 、(4)ア

クアノートの健康と安全を図る ための生理学的。人間工学的問題。
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（5）海中居住 を実　 するた めの 機器 、施設の運営につい て多大の

知見が得られた。（ 詳細は後 付資 料編 を参照されたい 。　）

海洋科学技術情報の収集整備

（1） 図書資 料 の 収集管 理

昭和 ４７年度におけ る図 書 資料 の収集は 、新 設 の試験研

究磯関 として所蔵 すべき基 本的 、一般 的文献 の整 備 と 新刊

資料 の入手 を重点 とした。購 入した単行書 ４５６冊お よび 逐

次刊行物 の詳 細は 後付資 料 毘示すとお り である。

また海外 情報 を敏速 に入手 するため、潜水技術に つい て は

９種 の キーワードに より、海 洋 科学、海洋工学 については抖

種のキーワ ードによ　、電算 機に よる文献抄 録の選 択 配布シ

ステムを利 用 した。データダースは 米国政府技術レポート（

ＵＳＧＲＡ ）お よび ＣＯＭＰＥＮＤＩＸで、抄録は関 係 部門 に逐

次 配布 し 、一 部については原文献も取　寄せた。

収集 し た図 書 、資 料の 検索利 用には分 類 方 法 が 基本的　

問 題で ある 。分類は原則 とし て十 進分 類法 によ るこ と とし

たが 、科 学 技術 の発展 に よる 専門分野の 再分化 辛 境 界分野

の開発　　か 著しいこと、海洋 科学 技術は海洋空間 と直接 関

係する もの のほかに 、基礎的　 もの 、陸域 と共 通 々 もの が

多いた めに 、既 存の分 類法 はい づれ も多くの難点 が あ る。

海 洋科 学 技術 情報資 料の検 索 と提供サービスを実 施 する毘

は、国 際性 友いしは 少　 く とも 国内 的に汎 用 性を 具え 九 分
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類基準を作成することが急務であり、またこれは国の狆学技

術情報網を整備する　も貢献するものと考えられる。

４。 海洋科学技術総合レ ビュ ーの作成

近年、科学技術　報の量的増大と多様化が著しく、科学技術の諸

分野の発展の動向を展望し、理解することが困難　 ったので、科

学技術庁振興局は昭和４７年度から科学技術の各種分野について

現状と問題点 、将来への展望を要約したレビューを作成し、これを

経営、行政、研究等の管理にたずさわる人々の参考に資することと

し、海洋科学技術総合レビューの作成をセンターに委託した。

このレビューの作成は今後毎年継続される見込みであるので、本

年度は海洋開発関連技術を網羅的にとりあげ、次年度以降に取りあ

げる主要技術のレビュー　対して序論的左役割をもたせることとし、

政府。民間、およびセンター間の専門家１７名から　る編集委員会

を設けて。業務を進めた。また、原稿の執筆にあたっては、編集委

員のほか１３名の専門家の協力を得た。

編集委員会の構成および執筆分担は次のとおりである。

編 集委員 長　　 岡 村健 二（ 海洋科学技術センター理事 ）

編 集委 員（ ５０　 ）

浅野一郎：科学 技 術庁研究 調　 局 海 洋開発課 課長 補佐

芦野民雄：日本 舶 用機器 開発 協 会 海洋機器開発推 進 本 部

伊藤喜行：運 輸省 港湾技 術 研 究 所水工部 長

岩淵義朗：海上保安 庁水路 部測 量課補佐 官
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小川洋二: 環 境庁水質保全局 水質 規制課 調査官

柏木　寛：工業技術院電 子技術総合研究所電 波 電 子部レー

ザー研究室長

近藤　基：運輸省港湾技術 研究所 器材 部長

斎藤　祥：建設省国 土地 理院 地理調査部地理第二課課長補佐

佐藤昭二: 運輸省 港湾技術研 究所海洋水理部長

田原浩一: 工業技術院東 京工 業試 験 所第三部第一課長

中山英明：海洋科学技術センター潜水技術部第三研究主幹

東　成光：運 輸省船舶技術研究 所 研究 調整官

広田豊彦：工業 技 術院公害資 源技術 研究所 資源第 四部 第一

課長

藤木明光：気象庁気象研究所 海洋研究部主任研究官

本間琢也：工業技術院電子技術 総合研究所エネルギー部エネル

ギー変 換研究室

内容構成　　　　　　　 執筆者（職名は執筆当時のものである）

岡村 健� ‾（海洋科学技術センタ� ‾理事
総　　　　　　　　　　　　 ‾　三菱開発㈱常務取締役　 ）

Ｈ

各　論

1.1 海洋 基礎 調 査技 術

（1） 海洋気象および海象　藤木明光 目瓦象庁気象研究所海洋

研究部主任研究官 ）

（2） 海中観察　　　　　　斎藤　祥（ 建設省国土地 理院地

理調査部地理第二衛深長補佐）

（3） 海底地形・地質　　　岩淵 義明（ 海上保安庁水 路部 測

量課補佐官 ）
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（４） 海 上 に おける測 位　 岡田　 実（海 上保安庁 水路部電波

測量 係 長 ）

1.2　　海洋調 査船 ・潜水 船 芦 野民 雄（ 日本舶用機 器 開 発協

会海 洋機器開発 推進 本 部 ）� 

2. 共 通 的 技術

2.1　　材 料技術　　　　　　 斎藤省･吾（:Ｅ業技 術院電 子 技術

総合研究所材料 部 材料物性 研究室長 ）

2.2　　海 洋開発エネルギー源　　小 沢文 夫（工業技術 院電 子技術総

合研究所電 子化学研究室長 ］

2.3　 情報技術

（1） 超 音 波　　　　　　 間庭愛 信（ 水産庁生産部漁船 研究

室長 ）

（2） 電　　 波　　　　　　 山 田 勝啓（郵政 省電波 研究所企 画

部第2 課主任 研 究 官 ）

（3） レーザ ー　　　　　　　柏 木　 寛（ 工業技術院電子技術総

合研究所電波電 子部レーザー研究室長 ）

（４） テレメタリング　　　　 間庭愛 信

市原 忠 義（ 水産庁 遠 洋 水産 研究

所底 漁海 獣部 オットセイ資源研究室 長）

（5） ロ ボット　　　　　　 本間 琢 山（　 技 術 院電 子技術

総 合研究所 エネルギ ー部 エネルギ ー変換研究室長 ）

2.４　　潜水技術　　　　　　　 中山英 明（ 海洋科学技術 センター

潜水技術 部第 三研究主幹 ）
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3｡ 海洋環境 保全技 術 小川洋二（ 環境庁水質保全 局水質

規制 課調 査官 ）　

4｡　　海洋生 物資源開発技術

4.1 漁場調査技術 河田和光（ 水産庁調査研究部研究

企画官 ）

山中一郎（ 水産庁遠洋水産研究所

海洋部海洋第二研究室 長）

市原忠義

間庭愛 信

浅野一郎（ 科学技術 庁研 究 調整

局海洋開発課課長補佐 ）

4｡2　　栽培 漁業技 術 本間昭郎（ 水産庁調査 研究 部研

究企画官 ）

4｡3　　漁獲技 術 武富　一（水産庁東 海区 水 産研

究所 漁具漁報部主任研究官）

浅野一 郎

4.4　　た ん白質利用査術　　岡田　 稔（ 水産庁東海区水産研究

所 利用部長 ）

浅野二 郎

5.　　海底鉱物資源開発技術

5.1　　探査技 術　　　　　　 盛谷智之（ 工業技術院地 質調査所

地質部海洋地質課主任研究 官 ）

5.2　　開 発 利 用 技術　　　 広田豊彦（ 工業技術 院公害資源技

術研 究 所 資源第四 部 第　課長）
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6｡ 海水利用技術

6.1海水の淡水化技術 田原浩一（工業技術院東京工業試

験所第三部第一課長 ）

6.2　　海水 溶存物 質の採取　 後 藤藤太郎（工業 技術院東京工業

試験所第三 部第三課 長 ）

6.3　　海 水の取水排水 技術　 磯　 舜 也（ ㈱東 京久栄常務取締役）

7、　　海洋 エネルギ ー利 用技術　 本間琢 也

8｡ 海洋構 造 物 ・施工技術

8　L　海 洋 構 造 物　　　　 安藤定 雄（ 運輸省船舶技術研究

所海洋開発工学部運動性研究室 長 ）

8.2　　海洋 施工技術　　　　 近藤　 基（ 運輸省港湾技術研究

所器材部長 ）

8.3　　外力推 算技術　　　　 佐藤昭 二（運輸省港湾技術研究

所海洋 水理部長 ）� 
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第 ３章　各種委員会の活動状況



１

施 設建 設 準備 委員 会

この 委員 会は『 会長 の諮問に応じて、建物お よび 機械 設備

等海洋科 学 技術 セン ターが必 要とする諸施 設の 建設 について

計 画立案 し、会長に 答申 する 』ことを 任務とするもの で 、委員

会は各界の識 者の うち、特 に海 洋の開 発に造 詣の深い下記 ８

名 の委員をもって構成されている。（ 敬称 略 ）

委員長　志 岐 武司　　海洋科学技 術 センター理事

委　員　石 原綱夫　　三菱重工業 ㈱

委　員　岩 下光男　　東海大学教授

委　員　大谷 敏久　　新 日本製 鉄

委　員　大 倉　 勉　　日立製作 所

委　員　林　　 聡　　運輸省港 湾 技術研究 所

委　員　松石 秀 之　　大 林 組

委　員　森　 満雄　　日 本鋼管

４７年度は前年 度につづき、５回 の委員会を開催 し、海 中環

境 訓練 実験 棟 、海洋工学棟 、海 洋工学 実習棟、海洋工 学実験場、

潜水技術 棟 の建 設につい て審 議した 。

各 回 の 審議 事 項および 答申事 項は 次の通りである。

第５回委員会

日　　 時　昭 和47 年５月２３ 日

場　　 所　海洋 科学技術セン ター東 京連 絡所

議　　 題　海 中環境 訓練実験 棟 建設 忙関 する件

議事概 要　横山 建 築 設計事 務 所から基本 設計図 書に つい て

説明があり、蜜議の結果、次のことが決定された。

Ｌ　　大きい音を発生 する装置については 隔離するこ� 
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と。

2.　　防塵、防臭気等に対処できるよう配慮するこ

と。� 

3. 機械室内に休憩所。小道具室等を設置すること。

４.　業者設計は、収容する機器を使用する人々の意

見を聞いて進めること。

5.　　冷暖房装置は別途設置する方が経済的であるこ

と。

第６回委員会

日　　時　昭和４７年７月１８日

場　　所　海洋科学技術センター東京連絡所

議　　題　海中環境訓練実験棟建設に関する件

議事概要　1.　横山建築設計事務所から設計についての経過

報告があり、了承された。

2.　設計図書について設計者から説明を受け、審

議の結果提出された設計案どおり承認された。

3.　入札業者の指名には、下記の条件を満たしうる

業者が望ましいとの要望があった。

①　設備について施工部門を持っていること。

②　設 計変更に堪えうること。

第７回委員会

日　　時　昭和4 ７年９月１２囗

場　　所　海洋科学技術センター東京連絡所

議　　題　海洋工学棟、海洋工学実習棟。海洋工学実験場

－ ５２ －



建 設に関 する件 。

議事概要　下記建 屋について審 議 が行左われ、付帯 意見がとり

ま とめ られた。� 

1. 海洋 工学棟

①　将来３階に増 築 で きるよう左構造 設 計 とす

ること。

②　Ｘ線室、暗室 、精 密測定室等の配 置につい

ては再検討 するこ と。

③　塩 害防止に 特に 注 意 すること。

④　他の建 物 とデ ザインの調和を考慮す る こと。� 

2. 海洋工学 実習棟

①　個室 、管理人室 等 のスペースを再検 討するこ

と。

（2） デザインは他の 建 屋との 調和を考慮 すること。

3.　海 洋工学実 験 場

設計計画案について 討 議されたが 、後日改 めて審

議 すること。

第８回委員会

日　　時　昭 和47 年１０月２４日

場　　所　 海洋科 学 技術セン ター東京連絡所

議　　題　海洋工学棟、海洋工学実習棟、海洋工学実験場､建

設 に関 する件。

議事概要　下記 建 屋につい て審 議 、決 定がなされた 。

５３ －



1. 海洋工学棟

①　２階建てであるが、３ 増築できるよう設計し

たこと ついて了承された。

機械室が１ と２階に分れているものを、１階の

１ヵ所にまとめるよう設計を変更すること。

③　最近のレントゲン装置は遮へい効果が良く っ

ているので．Ｘ線室は、建物に特別に遮へい装置

をする必要は い。� 

2. 海洋工学実習棟

の　個室が狭すぎるので。２部屋を１部屋とし､１

階、２階共大部屋４室、小部屋４室とすること。

屋根のトップライト部分については、メンテナ

ンス、雨漏り対策を考慮すること。

3.　海洋工学実験場

建屋内に殷殷される実験装置が決定次第、設計を

再度検討すること。

第９回委員会

日　　 時 昭和48 年２月２７日

場　　 所 海洋科学技術センター東京連絡所

議　　 題 潜水技術棟、海洋工学実験場、建設に関する件。

議事概要　下記の建屋について審議が行万われた。� 

1. 潜水技術棟

便所の換気、ガスの通気孔、暗室の廃酸の処理

理について検討すること。� 
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２

2｡ 海洋工 学 実 験場

（ 第１期工事2100 ㎡ ）

①　耐火 構造 とす る必 要性の程度を検討すること。

②　クレーン作業上の安全性を検討すること。

③　建屋の出入口 の開口部を大きくすること。

④　以上を再 検討の 上 実施 設計に入る こと。

シートピア計画安全性審査委員会

科学技術庁の委託による海中居住実験（ シートピア計画）

を安全かつ円滑に実施するため、昭和４６年１１月１６日に殷

殷されたこの委員会は。海中居住実験の実施に関して、実施

計画、実施体制、作業要領、安全および事故対策、アクアノー

トの訓練、機器の整備、研究要目について審査するものであ

るが、本年度は3 0 m海中実験の実施にあたり。２回の委員

会が開催された。

委員会の構成および審議の概要は次のとおりである。

シートピア計画安全性審査委員会委員（五十音順、敬称略）

委員長　　大　島　正　光　　東京大学教授

委　員　　井　上　威　恭　　横浜国立大学教授

委　員　　岩　下　光　男　　東海大学教授

委　員　　北　　　博　正　　東京医科峭科大学教授

委　員　　北　川　徹　三　　横浜国立大学教授

委　員　　笹　本　　　浩　　慶応義塾大学教授

－ ５５ －



委 員 庄 司 和 民 東京商船大学教授

委 員 平 本 文 男 東京大学教授

委 員 渡 辺 茂 東京大学教授

第３回委員会

第３回 委員 会は昭 和４７年 ５月 １８ 日１４時～１６時、駿河

台山の上 ホテルにおいて開催し 、北委員 長 のほか ５委 員 が 出

席して。 ３０　海中居住実験 計 画 書について、安 全 性 を中 心

に審議力i行　われた。

まず、30・ 海中実験の実験海域としては 静岡県西伊豆町田子港

沖合を予定し、実施について地元漁業関係者と協議中であること

が報告され、次いで実験計画書につい て委員から提出された意見

を中心に審議が行 友われ、次の点が了承された。

（1） 指摘事項の中には予算上、又は時期的に閧に合わないものが

あるが、これらについてはできるだけ安全性を考慮して 実施す

ること。

（2） 機器の改修はおおむね５月３１日　終了する予定であり、その

後、調整等　２週間かかる予定であること。

（3） 実験隊の組織は総員８０ 名位と　るであろう。部署につ いて

は センターで成案を得て。委員毘諮ること。

（４） 最終的には参　　医師が決定してから。実施するようにしたい。

お実験を安 全毘実施するため。委員から次の 要望があった。

（1） ガ スクロマ トグラフ　よるＰ０２、PC02 、fco2 の測定は メ

ーカー専門技術者に実施させ、その記録を提出させること。

５６



（2） 災害が複合して発生ずる場合が考えられるので。ワーキング

グループを設置して、 その対策を検討すること。

（3） シミュレーションは十分に行　い 。本実験と同じ規模、参加

人員をもって実施すること。

（４） 参加医師を科学技術庁シートピア計画安全性審査委員会の指

摘通り　定めること。

第４回委員会

第４回委員会は７月１日１２時３０分から１５時まで、駿河台山

の上ホテルで開催され、北委員長ほか３名の委員ならびに センタ

一側関係者が出席し、海面実験　おけるハビタットの沈設方法お

よび作業の安全性について検討が行　われた。

すなわちハビタットは当初その支持脚で直接海底に沈設設置す

る計画であったが、この方法では海底が均平でかつ地耐力が大々

る必要があること、沈設後支持脚が土層にめり込み、ハビタット

本体が傾斜した場合、姿勢修正が困難である。そのため代替方法

として、海底にシンカーを沈め、浮力をもたせたハビタットをチ

ェッブロッ クでこのシンカーに係留させる方法を提出し、その安

全性について委員会の審議を求めた。

審議の過程において （1）ワイヤーの接続部はワイヤー自体より

強度が弱いので留意すること （2）新沈設方法は急拠立案されたも

のであるので、充分検討し、実施に も慎重を期する必要のある こ

と　など、技術的問題の検討が要望　れ、沈設方法の変更が了承

された。

－ ５７



 

３。 潜水シミュレ ータ建造研究検討委員会

海洋科学技術センターは陸上において水深５００　までの海中環境

を再現し。潜水医学 、海中作業 、海中作業機器に関する試験研究　

らびに 研修訓練を実施できる施設として、潜水シミュレ ータの 建造

研究を進めているが 、この建造研究を円滑かつ効率的に推進する た

め、昭和 ４６年１１ 月　、この委員会を設置しか。

本年度は前年度に着手したウエットチェ ンバーおよびドライチェ

ンバーの建造研究が継続されたほか、新たにチェンバー内のガ スコ

ントロ ールお よびチェンバー内外の通信を行　う中央管制装置の製

作研究を３月１日より、チェンバ ー内で使用したヘリウムガ ス 回収

精製装置の製作研究を１２月１１日　着手したが、これらの研究の推

進にあた　 次の２回の 委員会が開催された。

第４回委員会

昭和４７年５月２６日 三井銀行本店会議室において開催 、寺田

委員長のほか委員１２名出席し、下記議題について審議した。

（1） 潜水シミュレータの基本構造について

（2） ヘリウム回収精製装置の基本仕様書（ 案 ）につい て

（3） 中 央管制装置仕様書の一部変更について

上記議題のうち、潜水 シミュレータ本体のチェンバー群の配置と

ウエットチェンバーの機材搬入口の新設について検討が 加えられ

た。その結果 、チェンバー群の配置については 、飽和潜水の作業

方式が当初予想していた海中基地固定方式から水中エレベータと

艢上減圧室を使用するか、海中基地が白から潜航浮上する方式毘

変化しつつあること、潜水技術の研修訓練に対する需要が増加し

てきたことを考慮して飽和潜水作業に必要万最少人数でのシミュ� 
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レーションの実施。ならびに短時間潜水訓練の実施に重点を置い

て、配置を変更することとした。またウエットチェンバーには将

来の実験項目の多様化を考慮して、機材搬入口を新設することと

した。

また、ヘリウム回収精製装置の基本仕様（ 案 ）　らびに、 第３

回委員会で検討した中央管制装置仕様書の一部変更については 原

案通り承認した。

第５回委員会

第５回委員会は昭和47 年11 月２０日、日本鋼管鄙見造船所重工

業務部会議室において寺田委員長ほか委員12名、日本 鋼管　らび

にセンター側関係者が出席して開催された。

はじめに日本鋼管より潜水シミュレータ本体の建造工程、検査体

制および方法 、建造現況について説明かあ　 次いで､検査体制　

ついて審議力　なわれ､海洋科学技術センター側においても日本鋼管

の社内検査に対応して準備を進める必要があること、 施工検査要

領は委員会で検討すべきことが指摘された。 また工場においてド

ライチェンバー副室の建造状況を視察し、溶接加工に関する各種

試験のデータが検討された。

潜水シミュレータ建造研究検討委員会委員　　 十音順、敬称略 ）

委員長　 寺　田　　　明　 三菱重工業

委　員　 荒　木　浅　吉　 日本海洋産業

委　員　 井　上　照　明　 日本酸素

委　員　 稲　垣　道　夫　 科学技術庁　 材料技術研究所

委　員　 大　島　正　光　 東京大学

－５９－



委　員　 緒　明　亮　乍　 日本鋼管

委　員　 北　　　博　正　 東京医科歯科大学

委　員　 小　林　秀　造　 大成建設

委　員　 上　滝　致　孝　 工業技術院電子技術総合研究所

委　員　 杉　田　昌　質　 横河電機製作所

委　員　 平　野　美　木　 川崎重工業

委　員　 藤　井　嶺二郎　 大阪酸素工業

委　員　 堀　　　元　美　 住友重工業

委　員　 山　本　　　実　　日本鋼管

４。 高圧 実 験 水 槽検 討 委 員 会

海洋科学技術 センターは本年度 より国の出資を受け。共用施設 と

して高圧実験水槽の建造に着手 することと左った。

この実験水槽は深海域の研究開発をすすめるため、静圧加圧力（

最高)  1 5 6 0 kg /cm.、繰返加圧力（ 最高 ）６ ５ ０ kg /cm 、 内径

1 4 4 0 mm 　長さ3000　 という、加圧力お よび水槽内寸法とも

にわが国最大の規模のものである。 深海　境を再現して効率よく試

験を実施するには 、 実験水槽の充分　強度 、安全性、 耐久性、使い

易さ等が要求されるが、 当センターはこの実験水槽の建造を円滑か

つ効率的　推進するため、昭和４７年 ６月２０日、材料工学お よび安

全工学の 学識研究者、高圧実験の経験者等から万る 標記委員会を殷

殷した。� 
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高圧実験水槽検討委員会委員 （ 敬称略 ）

委員長　 渡　辺　　　茂　 東京大学

委　員　 伊　藤　達　郎　 運輸省船舶技術研究所

委　員　 稲　垣　道　夫　　科学技術庁金属材料技術研究所

委　員　 井　上　威　恭　 横浜国立大学

委　員　 川　田　裕　郎　　工業技術院計量研究所

委　員　 坂　井　欣　一　 海上保安庁

委　員　 高　須　芳　雄　　日本光学工業

委　員　 中　里　一　郎　　日本電気

委　員　 野　原　石　松　　労働省労働基準局

委　員　 横　山　信　立　　東海大学

委　員　 渡　辺　精　一　　理化研究所

第1[i:i]委員会

９月２１日。 三井銀行本店会議室において開催、この委員会は

高圧実験水槽の建造に関し、仕様、見積、設計その外重要事項を

審議することを任務とすることを了承したのち、 センター当事者

から高圧実験水槽の建造計画について説明が行　 われた。

第２回委員会

１０月１３日、霞山会館において開催、高圧実験水槽要求性能傑)

が提出され、審議の結果 、一部事項を追加の上承認された。また

決定された要求性能に基づき、水槽仕様書(案)を検討するため、

専門部会を作ることが承認咨れた。

第３回委員会

１１月６日、 霞山会館において高圧実験水槽の仕様書(案)につ� 
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いて検討するため専門部会における審議経過が報告された。　検討

経過にもとずいて作成された高圧実験水槽仕様書(案)が説明 され、

一部修正および追加のうえ基本的仕様として決定された。仕様の一

部詳細事項に関する検討は専門部会に委 ねられた。

５。 長 期事業計画委員会

海洋科学技術 センターは事業の運営 を長期的観点に立って総合的

かつ効率的に実施するために必要 慳長期事業計画を審議するため、

昭和４７年４月４日、この委員会を設置し、下記の委員を委嘱して

今後１０年程度の間における海洋科学技術の見通しに立っ て昭和47

年度から５０ 年度に至る４年間のセン ターの事業計画について （イ）

基本方針 （口）試験研究 、施設、設備お よび 資料収集業務の計画　㈲

組織お よび人員 。この３事項について審議し、計画することと万っ

た。

長期事業計画委員会委員 （ 敬称略 ）

委員長　 黒　沢　俊　一　 東海大学

委　員　 石　田　　　実　 石川島播磨重工業

委　員　 宇　野　　　寛　　東京水産大学

委　員　 鴨　川　　　浩　　東京芝 浦電気

委　員　 佐久田　昌　昭　　芙蓉海洋開発

委　員　 桜　井　健 二郎　　工業技術院電子技術総合研究所

委　員　 須之部　量　寛　　目立製作所機械研究所

委　員　 中　里　一　郎　　日本電気
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委　員　 奈　須　紀　幸　　東京大学海洋研究所

委　員　 新　田　忠　雄　　水産庁東海区水産研究所

委　員　 畠　山　　　勉　　石油開発公団

委　員　 平　野　美　木　 川崎重工業

委　員　 永　江　賢　吉　　新日本製鉄

長期事業計画懇談会

昭和47 年４月24 日、赤坂プリンスホテルに委員就任予定者の参

集を願い、海洋科学技術センターの長期事業計画の策定および委員

会の運営について、懇談が行　われた。

まず、センター事務担当者から長期事業計画策定の趣旨が 説明さ

れたのち、委員会規則が諮られ、任期を２年 とすることを追加した

うえ了承し。さらに委員の互選によって委員長に黒沢委員が選出さ

れた。続いて懇談に入帳 委員から次のよう左意見が出された。

①　セッターの基本方針として民間指向型のみ友らず国からの要請

をも受け入れること。また海洋開発審議会を通じ官民の連繋を強

化すること。

（　） 長期事業計画の策定に当ってはニーズを常時チェックする機能

を計画に含めること。センターの整備状況と能力毘応じて段階的

に計画すること。昭和４８年度には調査事業に着手すること。

⑧　研究開発課題の選定に当っては、センターの研究開発の位置付

けを明確にすること。地道左課題を選定してセンターの基礎を固

めること。

④　研究開発には人材確保が肝要であるので、計画に先行しては定

員の強化を図ること。
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第１回長期事業計画委員会

第１回長期事業計画委員会は 、昭和47 年5 月２２日 に 三井銀行本

店会議室で開催し、試験研究課題の選定等について審議した。

検討の素案 としてセンター事務局よ　、　沿岸海域の総合技術 、

深海資源開発 の総合技術、　環境保全の総合技術、� ④海中　おけ

る人間活動の総合技術を中心 とした考え方と研究課題等毘ついて説

明があり、引続 き審議が行　われた。

委員からは、の研究事項が広範にわたるため 、実施に当っ ては 重

点をしぼるべきで、当面は海中における人間活動の総合技術を取り

上げること、� ②海洋の総合利用計画は初年度から取り上げること、

センターの中立的性格 からみて、安全性に関する研究を取り上 げ

ること、　どの 意見が出され、これらの 意見に基づき次回までには

センターで修正案を作成することとした。

また、　共用施設の整備 、　研修コースの開設 、　海洋科学技術

に関する資料の収集についても検討が行　われ、　　ついては使用頻

度 と経済価値を充分検討すること。　 については海洋観測・計測技

術 コースと潜水 コースのうち専門コースを 開設する方向で、きらに

内容を検討すること、　については、 クリアリング機能の充実と総

合 データセンター機能を開発することの可否についてさらに検討を

行　うことが申し合わされた。

第２回長期事業計画委員会

第２回長期事業計画委員会は、昭和 ４７年 ６月２６日 、三井銀行本

店４　会議室において開催され、� ①試験研究課題について、� ②共用

施設設備について、� ③研修訓練事業について、� ④資料収集事業につ� 
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いての４議題について審議が行　われた。

試験研究課題については。超音波情報伝達システムの研究開発、

海中構造物組立作業用マニピュレータの研究開発、水中原動機に関

する研究開発、無線操縦　と自動観測ブイ併用方式による温排水計

測システムの研究開発。浅海における高精度測量調査機器並びにシ

ステムの研究開発の５テーマ　ついて研究開発の趣旨、研究開発事

項の説明が行　われ､検討に入ったが､超音波情報通信システム及び

マニピュレータの研究開発は工業技術院の大型プロジェクトとの技

術的内容の関係を明確にすること、温排水計測システムは緊急を要

するもので、短期間で完了させる必要のあることが指摘されたが、

センターがこれらの５課題に取り組むことが了承された。

共用施殷殷備についてはセンター設立準備委員会が作成した実施

計画を見直し、新たに実験海域、海洋工学実験プール、潜水訓練用

オープンタンク等を加えた施設設備整備改訂案が検討され、実験海

域の設定時期を早めることとして原案が了承された。

また、研修及び情報活動については、研修の対象を明確にするこ

と、クリアリングを強化する方策を検討することとし、原案が了承

された。

(注) 原案は次頁のとおり。
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共 用 施 設 設 備 整 備

1.　海 洋 理 工 学 関 係

(l) 　高 圧 実 験 水 槽》　　1,5  6 0 Kg/cm　1.4　 m 0×3m

（2） 実 験 海 域　　　　　　1 ， 100m) Km X 1 Km （水深2 0， 5 0

（3） 耐 圧 実 験 水 槽　　　　10K9 バj 12  m 0×2 0 777

（４） 耐 蝕 試 験設 備

（5） 材 料 特 性 試 験 設 備

（6） 海 洋 工 学 実 験 プール

（7） 大型 実 験水 槽

（8） 深海 潜 水 艇

（9） 潜 水 艇 用 母船

抑　 海 洋 調 査 船

（　　海 洋 観 測 用 航 空 機

2.　　潜 水 技 術 関 係

（1）（潜水シミュレ　夕）　　　

（2）（海 中 作業 基 地》　　　　

（3）（ 潜 水 訓 練 プール》　　長 ２５　。幅1 5 　，深さ ２ ｍ

（４）（ 潜水訓練用オープンタンク》　５，０� × ４　

（５） 潜水訓練用ヴィークル

潜 水 訓練 塔　　　　　1  5m 0 X  3  0m

動 物シミュレ ータ
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第４章　評議員会



評 議 員 会

海洋科学技術センターには、海洋科学技術センター法および定款

によって、運営に関する重要事項を審議する機関として、評議員会

が置かれることになっており、これを構成するため、下記の各氏が

科学技術庁長官の認可を受けて、昭和４７年４月１６日、第１期評

議員に就任した。

お、評議員の任期は２年で、機関代表者は任期中に変更した場

合には後任者が前任者の残任期間を継承することとした。

（1） 評　議　員　　　　　　　　　　（ アイウエオ順・敬称略 ）

芥　川　輝　孝

甘　利　昂　一

稲　山　嘉　寛

岩　下　光　男

北　　　 博　正

佐々木　忠　義

杉　本　正　雄

千　賀　鉄　也

高　野　　　 務

高　橋　正　春

瀧　囗　丈　夫

田　囗　連　三

日　高　孝　次

（ 日本船舶振興会理事長 ）

（ 日本舶用機器開発協会会長 ）

（ 日本鉄鋼連盟会長 ）

（ 東海大学教授 ）

（j栽京医科歯科大学教授 ）

（j栽京水産大学教授 ）

（ 海洋開発審議会専門委員 ）

（ 経済団体連合会常務理事 ）

（ 土木学会会長 ）

（ 理化学研究所理事 ）

（ 石油連盟会長 ）

（ 日本造船工業会会長 ）

（:寢京大学名誉教授 ）

藤　田　　　 厳｡ （:大日本水産会会長 ）

本　間　嘉　平 （ 日本建設業団体連合会会長 ）

安　川　　　 寛 （ 日本電機工業会会長 ）
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第１回評議員会

第１回評議員会は４月１８日午後２時より赤坂プリンスホテル毘

おいて、下記関係者出席のもとに開催された。

出席者

芥川、甘利、岩下、佐々木、杉本、千賀、高野、日高、瀧口

（ 代理 ）、藤田（ 代理 ）、本間（ 代理 ）。安川（ 代理 ）の各

評議員。

（ 委任状の提出のあった評議員　北、高橋 ）

科学技術庁

千葉研究調整局長、竹林海洋開発官

海洋科学技術センター

駒井会長、石倉理事長、木下理事、松田理事、岡村理事、

志岐理事、崎田監事、堀監事、黒田企画部長　他３名

開会にあたり駒井会長　らびに科学技術庁千葉研究調整局長より

挨拶があ　）、千賀評議員を仮議長として議長選出に入り、杉本評議

員を議長に選出した。次いで石倉理事長より海洋科学技術センター

設立の経偉ならびに昭和４６･７年度の事業計画の概要について説明

があり、続いて次の議案の審議が行　われた・

（1） 評議員会運営要領（ 案 ）

（2）定款の一部改正（ 案 ）

（3） 長期事業計画策定方針（ 案　

（1）評議員会運営要領については、審議の結果。議事録は事務局に

おいて案を作成し、議長の承認を得て次回評議員会に報告するよう

運用すること。委任状および代理出席の取扱い毘ついては委任状を
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認め 、また委任状による代理出席を認めるよう運用することとして

原案が了 承された。

定款の一部改正に関する件は政府が現物出資したセンター用地の

取得に よるセン ターの資本金 の増加に かかわるもので、資本金

１８０,０００,０００円を 拐0,000,000 円に評価委員会において評価さ れ

た額とする原案が 、原案通り可決さ れた。

長期事業計画策定方針に関する件は海洋科学技術セン ターの事業

を長期的かつ総合的観点に立っ て運営するため、今後１０年 間にお

ける海洋開発の動向をふ まえ、昭和４７年度から５０年度に至る４

ヶ年について事業 運営の基本的事項の方針を定めるのに、セン ター

内に長期事業計画委員会を、その下部機関 としてワ ーキン ググル ー

プを設け て内容の検討を進めていること。成案を得次第評議員会に

提案する予定であることが説明さ れ、審議の結果、具体的構想は評

議員会で審議すること、研究費と施設費の比率を今後改善 すること 、

また研究は外部への委託についても考慮すること、セン ターは海洋

科学技術に関する情報のデータセンターとしての役割を持つ よう考

慮することが要望 された。

第２回評議員会

第２回 評議員会は ６月３０日１３時３０分 より赤坂 プリンスホテ

ルにおい て開催、次の諸件につい て審議が行左われた。

（1） 昭和４６年度財務諸表について

（2） 昭和４７年度予算、事業計画お よび資金計画につい て

（3） 昭和４８年度予算概算要求方針につい て

（4） 長期事業計 画の策定について（ 中間審議 ）� 
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（5） 定款の一部変更について

出　席　者

甘利、北．佐々木、杉本、千賀、高橋、稲山（ 代理 ）、高野

（ 代理 ）、瀧口（ 代理 ）、日高（ 代理 ）、藤田（ 代理 ）．

本間（ 代理 ）、安川（ 代理 ）の各評議員

（ 委任状の提出のあった評議員　芥川、田口 ）

海洋科学技術センター

駒井会長．石倉理事長、木下理事、染谷理事、松田理事、

崎田監事、黒田企画部長　他３名

駒井会長の開会挨拶に続いて、第１回評議員会議事録が原案通り

了承されたのち．議事に入った．

（1） 昭和４６事業年度財務諸表について

木下理事よ　昭和４６事業年度財産目録、貸借対照表、損益

計算書、剰余金処分計算書および決算報告書について説明、原

案の通り了承された．

（2） 昭和４７事業年度予算、事業計画および資金計画について

木下理事より関係資料の説明があり、原案通り了承された．

（3） 昭和４８年度予算概算要求方針について

木下理事より関係資料の説明があり．続いて石倉理事長よ　

研究課題の選定にあたっては今後とも十分な調査検討を行ない、

他省庁の研究課題と競合することのない よう、また民間企業か

ら期待のもたれる課題をとりあげてゆきたいこと、特別研究は

先行的な研究課題であるので、全額国庫負担を望みだいことが

述べられ、審議の結果、原案の通り了承された．
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（4） 長期事業計画の策定に つい て

染谷理事よりセン ターで取 り上げる研究事項、共 用施設設備、

研修訓練計画。情報活動計画に関 する資料について説明があ り、

審議の結果 。� ①海洋工学技術に 関する研究開発の一 分野として

「 耐海水材料の研究 」を取り上げ ること、� ②実験海域の設定 に

あたっては 。あ まり種々の条件を勘案 して仕様を決めると中途

半端 なものになるおそ れがあるので、この点を とくに勘案 する

こと。� ③共用施設設備の建造はユ ーザーの ニーズをよく把握し 、

利 用度の高い ものを作る必要があること、� ④ 情報活動は クリ ア

リングセン ターの 機能を強化 する とともに、定期刊行 物を早い

機会に 出すことが望まれる こと、などの意見が提 出され、今後

これらの意見を取り入れて検討を 進めることとなり 、原案 を中

間報告として了承した。

（5） 定款の一部変更につい て

昭和４７年度中に政府よりセンターに235,000,00 （円の出資

が予定されるの で、セン ターの資本金 を9  7 8,9 7 4,0 0 0円 から� 

( 97  8,97 4,000 円に昭和４ ７事業年度中に政府出資が予 定され

てい る2  3 5,0 0 0,0 0 0円を加えた額 ）円に改め る件につ き木下理

事より説明し、原案 の通り了承された。

なお 、議案の審議 終了後、松田理事よりシートピ ア８０．海

中実験の計 画の内容お よび 進捗状況について報告があっ た。

第３回評議員会

１０月２ ０日午後 ２時 ３０分 より セン ター東京 連絡所にお いて、

下記の出席のも とに開催された。
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芥川、北、佐々木、杉本、千賀、高橋、日高、本間（ 代理 ）の

各評議員

（ 委任状の提出のあった評議員、甘利、岩下、岡本、滝口、

藤田、前田 ）

科学技術庁

松原海洋開発課長

海洋科学技術センター

石倉理事長、木下理事。染谷理事、岡村理事、崎田監事、

堀監事、　黒田企画部長　他８名

石倉理事長より駒井会長にかわり開会の挨拶があり、続いて10 月

１日付で就任した江村冨男海洋理学部長の紹介が行左われた。さら

に新任の松原良夫科学技術庁海洋開発課長の挨拶があってのち審議

に入った。

（1） 施設建設について

木下理事より昭和４７年度から４８年度に亘る施設の建設計

画、染谷理事よりセンター地先海面約1  5,00 0 　の埋立計画に

ついて説明かあり、後者については延長2  5 0m の岸壁が建設さ

れる予定であり。センターはこの専用について横須賀市当局に

要望していること。埋立て　らび　岸壁建設資金として１０億

円程度の資金を必要とし、その原資を検討する必要のあること

が敷行され、審議の結果施設建設計画の内容について了承され

た。

（2） 昭和４８事業年度概算要求について

木下理事より資料について説明があり、きらに石倉理事長よ

－ ７４ －



りセン ターの直接要求以外に 、セン ターが科学技術庁より委託

を期待する事業 としてシートピア計画、深海潜水調査船に 関す

る調査研究、海洋投棄モ ニタリン グ技術　 どのあることが 補正

さ れ、審議に入　)、民間募金 との関連におい て民間企業 の要望

を敏速に汲み取る方策が必要であ ること、民間企業 とのより密

接　 意思疎通が必要　 こ と。民 間企業の ニーズを具体化 するた

めにもレ ベルの高い研究者を揃え る　 ど、セン ター内の体制作

り も必要であること　 ど意見 が出されたが、結局、これらの意

見を尊重 することで、原案通り了承さ れた。� 

(3) 募金状況につい て

昭和４７年度民 間募金依頼額２７４,７００万円の協力各団体に対

する要望額ならびに各団体における検討状況について木下理事

より資料説明があり、了 承された。

(４) 欧米海洋開発調査団の派遣について

海洋開発の先進国である独、仏、米３ケ国におけ る海洋科学

技術に関 する活動の現状と将来の方向、とくに政府と民間が協

力して進めてい る技術開発を中心に調査を行友うため、調査団

を派遣するむ ね報告が あり、了 承さ れた。
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附　　 録

1。 シートピア計画30m海中兆験詳録

２． 潜水シミュレータ主要要目

３． 高圧　験水槽建造全体計画



Ｉ

１。 シ ート ピ ア 計 画30　 海 中実 験 詳 録

シートピア計画の発足まで

海中作業基地システムの概要

３０　　海中実験の目的と実施計画

Ⅳ　実験研究の成果

1.　磯器の整備

2.　　アクアノートの練成訓練

3.　3 0　 シミュレーション実験

４.　3 0 　海中居住　 験

シートピア計画の発足まで

昭和３０年代の後半に フランスおよびアメリカで開始された飽和

潜水による長期間の海中居住実験は、わが国海洋科学技術者の著し

い関心をひいた。

科学技術庁はこのため昭和４０～４２年度には潜水技術に関する

総合研究を実施して、この新しい潜水技術の実情を調査し、翌昭和

４３年度には海中居住実験の基地とたる海中居住基地に関する基礎

研究を実施して、その建造に備え、さらに昭和４４～４５年には 、

この海中作業基地（ ハビタット ）ばかりで毳く、海中居住実験に従

事するアクアノートに加・減圧操作を行　う減圧タンク（ ＤＤＣ ）、

アクアノートをＤＤＣよりハビタットへ、あるいはハビタットより

ＤＤＣに輸送するのに使用する水中エレベータ（ ＰＴＣ ）、D  D C

お よびＰＴＣを塔載し、かつハビ タット、ＤＤＣ、ＰＴＣより毳る

海中作業基地システムに対して管制と支援の機能を果たす支援ブイ
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の建造をすすめ、それぞれの性能についても試験が行　われ、その

一環としてＤＤＣを使用して水深1 0 0 m相当圧までの潜水模擬実験

（ シミュレーション ）が実施された。

これらの成果によって実海域における海中居住実験の実施沱一応

の準備が出来たと判断した科学技術庁は 、最終目標を水深100 。zの

海底にハビタットを設置して、４人のア クアノートがハビタット周

辺の海中で作業を行　い、人間の海中におけ る作業 能力、作業範囲、

作業方法を明らかにし、また高圧環境下における人体の生理、心理

状態を詳細に調査する海中居住実験を発足 さぜた。

この実験の成果は海底の地形、地質、資源等に関する総合的左調

査研究、海底石油、天然ガス、　ど海底資源の開発、海上空港、パ

イプライン、港湾、海上架橋　ど海洋土木工事の実施、魚貝類左ど

水産資源の培養殖　 ど、人類の将来に多 くの恩恵を与える各種の海

洋開発に多大の貢献をもたらすことが期待されている。

科学技術庁はこの海中居住実験計画を実施にうつすに当って、愛

称を公募したところ、9,50  0余通の応募があり、一般市民のこの実

験計画に対する期待と関心がきわめて高いことが実証されたが、そ

の中で最も応募数の多かったのがシートピ アS  e a t o p i a であった。

この愛称は海(Sea  ) と理想郷(Utopia) が複合されたもので、

海を人類将来の理想郷とすることを念願する一般市民の願望が強く

表現されている。

－ ８０



II　海中作業基地システムの概要

海中居住実験毘使用される海中作業基地システムは前述したよう

にハビタット、減圧タン ク、水中エレベータ。および支援ブイの４

サブシステムより　るが、これらは海上と海中に第１回のように展

開される。以下これらの４サブシステムの概要をのべる。

第 １ 回 作 業 シ ス テ ム

８１ －



（1） 海中作業基地本体（ ハビタット ）

このシステムの中心的施設で、海底に設置される、シンカーと

シンカーより水中に浮いた状態で係留される居住部とより　る。

居住部の内部は設置水深と同圧の02 、N2 、Ｈｅの混合ガ スで充

満される。この中　アクアノートが居住し、海中作業に従事する

ため、寝室。シャワー、食卓、便所等の居住設備と居住部間の瑁

境制御用の設備をそ左えている。

（2） 水中エレベーター（ ＰＴＣ ）

海中に殷殷されたハビタットと支援ブイ上に装備された減圧 夕

ンクの間をアクアノートが移動するための装置で、内部は混合ガ

スによってハビタットの殷殷深度における圧力 と同じ気圧に加圧

される。

（3） 減圧タンク（ ＤＤＣ ）

支援ブイ上に装備されており、アクアノートがハビタットに入

る前。またハビタットよりＰＴＣで浮上してきた時、アクアノー

トをそれぞれ加圧又は減圧するための装置である。内部にはアク

アノードが減圧期間中居住できるよう設備されている。

（４） 支援ブイ

上記の水中エレベータ

Ⅲ　30m 海中 実験の目的 と実施計画

昭和４０年度から４２年度に亘って科学技術庁が実施した潜水技

術開発のための総合研究は。それまで等閑視されてきた潜水技術に

－ ８２ －



科学的メスを入れ、潜水技術の合理化と安全性の向上に大きく寄与

したが、その研究範囲は水産資源開発を中心とする水深3 0 ､7Zまで

の潜水技術と機器の開発と改良に止っていた。

しかし大陸棚資源の開発等、今後の海洋開発を推進するには、潜

水深度を増大した深海潜水技術の開発が必要であ 杪、このためには

高気圧下に発生する窒素酔い、酸素中毒の防止、減圧時における減

圧症発生防止、潜水作業手順の開発と作業能率の向上左ど、多数の

分野における科学的研究と技術の開発が必要である。シートピア計

画は、海中作業基地システムを使用し、海中居住を実施し、これら

の研究開発を同時、総合的に実施しようとするものである。

3 0 ･7Z海中居住実験はその第１段階を 毳すもので。次の３項目よ

り　るものである。

（1） アクアノートの練成訓練

①　アクアノートの潜水能力、機器使用整備能力、海中作業能力

等について練度の向上。

（2）3 0 シミュレーション実験

①　アクアノートの高圧混合ガ ス環境下における居住体験と支援

作業機器の操作の訓練。

⑧　減圧法に関する研究

（３） ３０，海中居住実験

①　海中居住実験を実顫するための作業に関する実験研究

③　海中居住実験を実施するための加減圧法およびライフサポー

トの技法に関する研究

③　海中居住実験においてアクアノートの健康と安全を図る方策� 
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確立のための生理学的、人間工学的研究

④　海中居住実験を実施するための機器、施設の運営院関する研

究

（1） 実施日程

①　機器整備：ＤＤＣ、ＰＴＣ、ハビタット等の機器の整備は、

昭和４６年９月に海中技術開発協会が９・の水深において実施

した予備機能試験の結果をふまえて、同年１１月から準備にと

りかかり、改造、整備を４７年４月までにそれらを終了した。

②　アクアノートの練成訓練：アクアノート候補者の選抜は４月

上旬に実施、４月８日練成訓練を開始、６月１０日に第１次

訓練を終り、さらに７月１０日より２０日に亘り、最終的訓練

を実施した。

⑧　シミュレーション実験：DDC,  P  T C等機器の作動試験を

６月２０日から７月１９日に亘って実施し、加減圧等環境制御

機能を確認したのち、７月２３日より２７日に亘り、アクアノ

一卜がＤＤＣ内院居住して、３０．水深相当の飽和潜水のシミ

ュレーシ日ンを実施した。

④　海中居住実験：７月３１日にハビタットおよび支援ブイの横

須賀より海中居住実験実施海域である静岡県西伊豆町田子港へ

の回航を開始し、８月９日、ハビタットの海底設置を終了、８

月１５日よ杪１８日に亘ってアクアノートの海中居住を実施し

た。

そして、８月２８日にハビタットを海中より揚収し、実海

面における海中居住実験を終了した。� 
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実　　　　 施　　　　　日　　　　 程

研 究 項 目

4び1 ～4y ろ ４７年 ４月 ４７年 ５月 ４７年６ 月 ４７年 ７月 ４７年 ８月

1. 機 器 整 備

2. アクアノート
8　15 22 28 2　1 ろ

Ｊ
１〔〕 10　　20

←

練 成 訓 練 海 追 海
洋　　

洋

公 浜 公
園　　 園

直 城　 追
ヶ

浜　島　　浜

地 横
区 須

病 賀
院

ろ． ろ〔〕77Z 20←－
192327

シﾐュレー ション 実 験� 機器� 作動試験　 シ
ミ

叱
じ

１　９　石18　28
4. ろＯ笊

海中居 住実験 基　海　Ｘ
地　中　基
設　居　地
置 ｔ 袤

（2） 実施場所

①　 ア クア ノートの練成 訓練

イ、静 岡県伊東 市富戸伊 豆海 洋公 園

口、横 須賀 市追浜　 甘槽産業 汽船 ㈱　 追浜作業所

八。三 浦市城ヶ島　 日本海 洋産業 ㈱　 城ヶ島作業所

二、横須賀市長瀬　 海上自衛隊 横須賀 地区病院

ホ、その 他３ケ所

②　 ３０ｍシミ ュレ ーシ日ン 実験

横須賀市長浦港船越泊地 沱係留 した支援 ブイ上

③　 ３０ｍ海中 居住実験

静岡県賀茂郡 西伊豆町田 子港 弁天島天測点 より9 90 500m

（ Ｎ : 840 48 ’ 22″ Ｅ ：13  8° 4 5/　5 0� ″ ）の地点を中心

とする半径20077z の海域。
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（3） 組織お よび編成

アクアノートの練成訓練、３０・ シミュレーション実験お よび

３０ｍ海中居住実験は次の組織および編成によって実施した。

ア ク ア ノ ー ト 練 成 訓練 組 織 及 び 編 成 表

８６ －



-
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７

－





TV　実　 験　研　 究　 の　 成　 果

１。 機 器 の 整 備

昭和４６年９月１６日から2, 3 日に亘って、海中開発技術協会は

横須賀港北防波堤東端灯台附近の水深約9  m の海域に海中作業基地

システムの全装置を展開して、機能確認の予備試験を実施した。そ

の結果。海中居住を実施するさいの安全性確保について、機器沱か

痙り不備万点のあることが明らかにされたので、支援ブイ、P  T C

ＤＤＣ、ハビタットについて、次の改造を実施した。� 

3 0 ,7Z海中実験のための海中作業基地システムの改造工事一覧表

改　　 造　　 頂　　 目

発電機冷却 水管 系の改修

ＰＴＣ格 納甲板の改造
支

管理室 スピー カーに ヘッド断設

援 上甲板 プレストーク マイクの改造

フ 患者搬出 通路の整恫

活水海 水用ウイソ ダボ ／ブの新設
イ

支置 フイペソチレ ータ ーの断 設

居住区の改 造

ドッ キングガイドの改造

Ｐ 昇降 ボックス吊 かチェ インの改 造

昇降 ボックス吊 か位置 の変史

Ｔ
予傭ガ ス系 の新設

Ｃ
ＰＴ Ｃ負浮力 の修正

緊急ガ スコノト ロ ール 装置 の新設

除湿能力 アップ

Ｄ
外 部二次 側パイピ ングの改造

Ｄ
ＰＴ Ｃ へ昇降 ハシゴ収り 付け

Ｃ

ＤＤＣ 用冷却機 の断設

水中 テレビ の増設
／丶

ヒ Ｃ０２ ガス測定 用の改修

ク

潜水器用 ガス配竹の完術
ツ

ト シン カー浮 上方式 の為の改造

潜水 器の新 殿

共　 西
皿者搬 出川 再圧タン ク折段

通 卮装 置の オー プン化
そ の他

ガ スクロ マト グ パノ肝心源 の新 設

改 造 区 分

安 全性� ○確保

作業 能率の向上

作業能率の向上

昨叉能率の向上

安全性の確 保

作業能率の向上

安 全性の筐f呆

炸 裂能率の向上

安 全性の確保

安 急性の躍保

安 全性の確保

安 全性の確 保

安 全性の薤 保

安 全性の確保

作文 叱率 の向上

安 令性の確 保

作業 能率の向上

安 全性の筐 保� 

作 業能率の向上� 

’万 全仕のが 呆

作業 能率の回上

安 全性の蔭似

安 全性.の 蔭t呆

安全性 の確 保

作叉 能 率の向上

安全性の確保

記　　　　　　 罫`

空気 泡吸い込み 減少

ＰＴ Ｃ昇降 ボックス格納場 所拡 兇

管 制員専 用に て受 信

プレスト ークを固定 方式 よりヘッド

ホ ーン側に移設

患 者搬出 用再圧タ ンク搬出可 能に

発電 機停小.時に 庸・ 海水仙旧 町能

ＤＤ Ｃ冷却 成用

寢京区 画の一部を 会議室兼 用可能に

収納 作災性の川 大

吊 りチェ インの強瞳 増大

ドッ キン グ位置１５０程心 修Ｅ

ＰＴ ＣのＳＤＣ 化及び潜 水呼吸 器 用

ガス使 用町能

バラ スト ウェ イト 使用

ＦＴ Ｃ の単独減圧可能

-一部町祝 範囲 内へ

ＤＤＣ- ＰＴＣ間

ＤＤＣ内 温心コント ロール川

水中 忤 尨、海上 にて監棍卜丿叱

管剖宰に てサソブリ ソグ洲｣定 町能

ホ ース式潜 水器使用の ため

谷底 万式から浮 Ｌ方八 へ防行の為� ○

シン カーの沂設

ドレ ー ゲ･ﾚ、フ ニゾッｆの媾 へ

旧プ レスト ー ク方人

ガ ス クロ 厚用屯源
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２。 アクアノート練成訓練

アクアノート候補者１２名にたいし、飽和潜水技術尾関する技能

の習得および実験装置に関する知識と操作の慣熟を主体とした訓練

を実施した。練成訓練の前半は基本的 慳潜水技術の習得と体力の練

成に努め、3 0 潜水に対する一応の技術を候補者全員尾習得させ、

3 0　 潜水の訓練法についての一つの目安を得た。

練成訓練の後半は潜水技術の慣熟と並行して実験装置についての

知識を習得させ、それらの操作に慣熟することを中心に下記の事項

について実施した。

①　飽和潜水技術の習得：アクアノート候補者に自己の置かれてる

情勢と海中実験の内容を認識させ、この実験の実施に必要万飽和

潜水についての一般理論および３０，海中実験　おける飽和潜水

減圧表尾重点をおいて、教育と実習を実施した。これに加え、混

合ガ ス。空気による短時間潜水の減圧法についても教育を行左っ

た。

左お、アクアノート候補者の中には潜水経験が未熟左者もあっ

たが、この教育によって。実験参加にきしつかえ 左い程度尾練度

を向上することができた。

⑧　実験装置の操作訓練：

イ、体温の測定

口、血圧計の取扱いおよび血圧の測定

八、スパイロメーターの取扱いおよび測定

二、心電計の取扱いおよび心電図の記録方法

ホ、脳波計電極の取付け法

９ ０



へ、フリッカーテスト器の取扱い法

卜、心理テストとその取扱い法

3. 30  mシミュレ ーション実験

この実験の実施毘あたっては、ＤＤＣに居住するアクアノートの

生命維持に必要　環境コントロールの性能試験を実施して、これを

確認するとともに、予定した減圧操作については、家兎を使用して

その安全性を検討した。

水深３０ｍ相当圧に加圧したＤＤＣ内におげるアクアノートの居

住は７月２４日１２時よち)４６時間実施し、その後２９時間３０分

に亘る減圧操作をへて常圧に復帰したが、この間、次にのべる諸成

果を得た。� 

(1) 環境コントロ　 について

３０ｇ シミュレーシ日ン実験に採用する環境コントロールは、

昭和４５～ ４６年に同一ＤＤＣを使用して実施された水深３０～

１００ｍ相当圧のシミュレ ーシ　ンの成果　らびに欧米の文献資料

を参考として、次のように定めた。
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３０ｍシミュレーション実験におけ る環境 コントロール要領

項　　　 目� 

4.AT  A 時 ガ ス ０２� H  e N2 ， Ｃ０２

成分 分圧(ATA) 0.3 土0.0  3 2.56 1.13 く0.01

濃度( ％) 7.5 十 〇.75－ 6  4.0 2 8.2 5 く0.2  5

加　 圧　 方　 法� 4 A  T  A 保圧時 のＰＮ２低下を防止し又は 補充

用 としても用い るガ スとして３櫁 混合 ガ スを

使用

使　 用　 ガ　 ス 加圧用ガ ス:02  =  3.0 %　Na =  i 1.6 %　He ＝

8 5.4 ％　酸素ガ ス（Ｐ０２　維持 用･ 酸素吸入減

圧用 ）� 

He  -Oa　 ：He  = ８０％ ０２ 二２０％（ 非常

呼吸用 ）ヘリ ウムガ ス（ 圧力維持 用予備 ）

温　　　　　 度 2 8.8 土２� ℃となる 様調節する。

澀　　　　　　度 ７０土１０％と左る様調節する。

昇　 圧　 速　 度
d刄/包七=  1.5　 ｔ ＝ ２ 時 間

及び　 時　　 間

減圧速度 及時間 直線 減圧 で　.1  0 9　　2 7.5 時 間

そ　　　の　　　他 臭気 ：活性炭で脱臭する

騒 音：無制御　　 照明：就寝時のみ消灯
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ＤＤＣの環 境 コントロ ールの操 作に は 半自動 回路を使用 し､２４

時 間連続監 視応は ３人１組の管制 チーム８ チームを 編成 し、 ６時

間交代 で実施し た。管 制チ ームの構成員には 初めて経験 する 者も

多 かったが 、１週 間に 亘る教習 と無人試験時におけ る機器の操作

訓練応よっ て支障の 友い程度に 制御方法を習得 した。 左右、管制

員は シミュレ ーションの実施期間中 、次にのべる環 境要素の測定

と監視制御 、ＤＤ Ｃ内 アクアノートとの 通信、記録。サ ービ スロ

ックを通じ ての アクア ノートに対 する 食料等の補給、Ｄ ＤＣ内に

発生する Ｃ０２を除 去するための吸着剤の交 換、除湿のための排水

等の作業に従事し た。

実験期間中の環境 コントロ ールの概要は次の とお りである。

（イ） 圧力：昇圧は 計画通 わ１．５ Ｋ９／ ｄ ／ｈの割 合で自 動装置 によ

って行 痙った。圧 力の保持 忙は 自動 と手動 を併用 した。 減圧は

自動によって0.1  0 9 Kji/'cm/hの割合 で行 ない、途中0.9 、0.6 、

0.3 Kq/cmの点 て　１時 間の 酸素呼吸を行 左い 、安全 性の向上 を

図り。無事減圧を終了 することがで きた。

（口） 温度及び湿度 ：自動に よって実施 した。 その結果温度は（２６

～ ３０� ℃、湿度は ５７～ ８４％）の範 囲内で周期的 左変化 を示し

た。寝室内応設け られたラジエ ータ ー付近ではこ れより幾 分温

か く、生活室 で幾分 涼しく感じる ことがあった程度 で、一 般的

には極めて良好 応制御することが で きた。

ガ ス分圧 コントロ ール：（（　分圧 のコントロ ールは ベ ックマン

ン社製ミ ノスＰＣ０２計A  C  D  M を 使用する予定 であっ たが 、セ

レ ザーが不調の ため、ガ ス クロ マト グラフに よってＣ０２の 濃度
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を測定、監視し　 ければなら　 く　 っ た。吸収剤にはバラライ

ムを使用し、１回の使用量は ８ ポン ドとした。交換は分圧0.01

atａを目安 として実施したが、その 結果 、最大値0.0  1 2 1 a t a

最 低値0.0  0 3 7 a t aの範囲内に、 コントロ ールすることが できた。

酸素分圧の コントロ ールは ベックマン社製ミノスＰ(12計AOM

とガ スクロ７ トグラフによる側定に もとづい て行 慳い、当初予

定した0.3 ±0.0 3 ata　 の範囲内に コン トロ ールする ことがで

きた。　お 、上記した２つの計器の指示値が一致し　 い 場合 も

あ ったが、この場合 、標準ガ スを用いて決定した。

窒素分圧のコントロールはＰＮ を0.10 a  t a 忙保持すること

を予定したが、正確には制御を行　 わ　 かった。

お、一酸化炭素は北川式検知 器で測定したが、検知さ れ　

かった。

またヽ シ　 ミレー ションの実験期間中 、循環用通風機から大

きな騒音が発生し、通信にやや支障があ り、またＤＤＣ内に多

くの測定器を入 れたため、床面積が狭 く　 ったことと、D  D  C

内でシャワ ーを使用した際の水処理が困難であった　 ど、い く

つかの問題点 のあ るこ とが明らかと　 った。� 

(2) 医学研究について

ＤＤＣ内に居住したアクアノートは 、６時起床 、２２時就寝と

し 、その間日程表に従って。 下記の項目について医学的 測定が行

われた。

Ｏ身体計測　　　　　　　　　　Ｏ体　 重

Ｏ体　 温（ 舌下、皮膚温 ） Ｏ呼　 殷
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Ｏ循環系　　　　　　　　　Ｏ尿

Ｏ代　謝　　　　　　　　　Ｏ脳　波

主として装置機器の製作会社より講師の派遣を得て、 ‾　記の目

標で座学と実習を実施した。

イ、ハビ タット　操作に慣熟させること。

口、潜水呼吸装置　使用精通して慣熟させること。

ハ、　Ｐ　Ｔ　Ｃ　内部操作に慣熟させること。

二、Ｄ　Ｄ　Ｃ　室内装置の操作を可能にさせること。

ホ、支 援 ブ イ　全体を総合的に理解さぜること。

しかし、準備が不備　こともあって、当初の目標に到達しえ左

かった点もあり、今後、操作訓練の教育については改善を要する

必要がある。

（3） ライフサポートシステム用計測機器類の操作訓練：ライフサポ

ートシステムの管理、運転については主 として、ＤＤＣ、ＰＴＣ、

ハビタット内の各種機器に重点をおいて操作訓練を実施した。

（4） 医用機器の操作訓練：アクアノート自身の健康管理、医学デー

ターの計測方法等について下記の項目について教育訓練を実施し

た。� ’

Ｏ心理検査及び精神神経科医による面接　 Ｏ摂取熱量　 Ｏ水分

摂取量　Ｏ味覚テスト

これらの項目についての測定結果を、加圧前。シミュレ ーショ

ン実験中、減圧終了後について比較してみると、ほとんど著変は

見られ　かった。す　わち今回のシミュレーション実験が短期間

（ ３日間 ）であったため、高圧環境に対する生体の反応を 観察で
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きるには至らなかった。この点について正確　知見を得るには、

今後さらに長期間（ 少　くとも１週間以上 ）高圧環境下に滞在さ

せることが必要と思われる。

4｡30　 海 中 居住 実 験

（1） 一般経過

８月２日に実験海域に支援ブイを係留し、実験準備作業を進め

たが、８月６日に台風１３号が接近したため、作業を中断して、

安良里港に避泊したければたらたかった。さいわい台風の直撃を

免れたので、８月８日に作業を再開し、８月９日にはハビタット

を海底に設置できた。 ＰＴＣの操作訓練を数回にわたって実施す

るとともに、実験装置の点検チェ ックを行　った。また支援体制

の確立と安全の確保についても万全を期した。そして ８月１５日

横尾嘉明、木　純、安村尚人、村瀬幸三の４人のアクアノートは

１４時にＤＤＣに入り昇圧を開始し、１６時にはハビタットに到

着して、以後４４時間３０分に亘る海中居住を実施した。海中居

住中、アクアノートは生活および生理検査に大部分の時間をとら

れ、ハビタットから海中へのエクスカーションは１人当たり、約

２０分しか実施でき　かった。

アクアノートの海中居住期間中、ＰＴＣはハビタットの出入口室

から約1 0 77Z離れた海底に待機させ、ＰＴＣ、ＤＤＣともにハビ

タットと同圧を保持して救急に備えた。

海中居住を終了したアクアノートは８月１７日朝よりハビタッ

トの閉設作業を行憲い。１２時３２分にハビタットからＰＴＣに� 
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移乗を開始ヽ１２時５４分移乗を終了した。次いでＰＴＣの揚収

にうつり、揚収を終ったＰＴＣは１８時２０分にＤＤＣにメ ーテ

ングしヽアクアノートはＤＤＣにはいり。減圧を開始した。減圧

作業は１８日１８時３６分に終了し、１９時に アクアノートは

ＤＤＣから外に出た。

以上の海中居住実験中に得られた各種の成果は以　の諸項に述

べるとむ かである。

（2） 海中居住実験を実施するための作業に関する実験研究

（イ） アクアノートが補給資材を受領する際の配置、運搬要領等に

ついて：今回は海中居住期聞か短かかったのと、また深度が浅

かったため、支援潜水員が補給物資を直接ハビタットに運搬し

たが、海中居住実験の終了後。補給カプセルを使用した補給方

法を試行した。また補給品をビニール袋に入れ、支援潜水員が

携行する方法はアクアノートがとくに作業を行なう必要がなく｡

実験作業に関わりなく随時実施できるが、浅深度に限られるも

のである。補給カプセルを使用しての補給法はかなりの練度が

要求されるようであり、また補給品の形状に応じて異なっだ形

状のカプセルが必要と思われる。

（口） 流速計の設置と流速の記録：８月４日から２４日まで、磁気

テープ記録式流向流速計(  M  T C M  -  3 、鶴見精機製 ）をハビ

タットから水平距離４０　、水深１０　のところに設置し。５

分間隔て実験海域の流速を記録した。その結果、実験海域の流

れは小さく、半日周期の潮流のあること、。８月１５囗前半約２

時間半と１７日前半約 ４時間に田子港の内部静振に伴なって生
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じたと思われる周期変動が観察さ れた。

○　 簡単な手工具を使用した工作要領：今回の 実験は期開か短か

ったうえ 、生理学的計測に大 部分の時聞か費されたため、海中

作業は ハビタット外部点検 、窓 拭き、報道班の水中撮影への協

力等に限られ、手 工具を使用した作業は実施で きなかった。し

かし、前記の作業の経験から、海中作業の内容に よって潜水器

を選択する必要のあることが指摘された。

（二） 環境観測、底質資料の採取 、海中 生物の観察：実験海域にお

いての北原式Ｂ号採水器に より水深 ０．５、１５、２ ５ ７７･から採水

して水温および溶存酸素量を観測した。 また水温の時間的変化

は ３個の サーミ スタを水 深1  8  m　 設定 したマルチコーダMC� 

611- Ｌ型（ 渡辺測器製 ）に よって自記記録したが、８月１５

日から１８日に至る海底居住実験期間中に2 5 77zの水深におけ

る水温は２３� ℃前後から１８� ℃前後に、かなり急激に低下した

ことが観測された。

ハビ タット周辺の透明度はセツキ透明度技 を使用 して観測が

行なわれたが。全期間を通じて４～ ６．を示 した。波高はW  E

－２型波 高計（ 東邦電探製 ）の受感部を最干潮面下1.5 ・ に殷

置して、毎時 ７分３０秒間の波 高を記録したが、その間に ７０

～ １１０の波 が記録され、その記録から最大波高、有義波高、平

均波高を求め たが、実験期間中の最大波高は ８月１７日１６時

の6 0.8cm, 最大有義波高も同時刻の4 4. 8 cmであった。

実験海域の底質調査は本実験に 先立 ち、６月１ ８日に シ
ュペ

ック式採泥器お よびピストン式柱 状採泥器 を使用して３地点の
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試料を採集した。その結果、表層はシルト　いし粘土層で｡2

内外あり、その下に8 ～9 　に亘る砂質土と考えられる比較

的堅い層があ　、基盤層はその下に存在するものと推定された。

今回の海中居住実験においてハビタット本体、シンカー、アン

ビリカルケーブル、浮標等は比較的短期間海中に沈設された　すぎ

ぎ　かったの　もかかわらず、か　りの種類、数量の付着生物の

付着が認められた。これらの生物は１０石海水ホルマリン液中に

保存し、検鏡の結果約６０種の生物を確認したが、波高測定用ブ

イとハビタットにはフジツボ３～ ４種、カエルボシ、緑藻類、褐

藻類、コケムシの付着をみとめ、ハビタットについ てはＦ部、外

側、凹凸部の間隙等に着生が多かった。また防　塗料を塗布した

部分は着生が明らかに少かった。一方、フジツ'ボの着生は投光器

からの光の影響を顕著に受け 、着生厥は投光器からの距離の増大

にともなって、指数函数的に減少した。� 

(3) 海中居住実験を実施するための加減圧法およびライフサポート

の技法に関する研究

混合ガスを使用した飽和潜水および短時間潜水における加･ 減

圧および海中居住実施中のハビタット内の環境コントロールはシ

ミュレ ーション実験によって得られた成果と技法を適用して、事

故なく、　　満足な結果を得た。　しかし機器の性能、取扱い、整

備については一部に改良を要する点が指摘された。� 

(4) 海中居住実験においてアクアノートの健康管理と安全を図る方

策確立のための生理学的人間工学的研究

生体機能と作業遂行能力を明らかにするため、体温( 舌下温　
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心博数および血圧、心電図、水分摂取量。体重、尿比重、肺機能、

作業遂行能、脳波、代謝及び消費熱量、疾病お よび健康管理につ

いて調査が行万われたが、海底居住期間が短かったため、顕著左

変化は認められ痙かった。アクアノートの健康についても、１人

が急性涙管炎に罹患したが、簡単毘治療したほか、異状は左かっ

た。

（5） 海中居住実験を実施するための機器施設の運営に関する研究

（イ） ハビタットの居住性に関する研究：アクアノートの生活環境

と　るハビタット内の居住性は温度。湿度、環境ガ ス成分、騷

音、臭気等に影響されると考えられるので、これらの要素につ

いて調査した。

ハビタット内はフロアーヒータおよび天井型輻射電熱器によ

って加温できるが、調節目標温度を３０� ℃±1 ～２� ℃とし、フ

ロアーヒータのサーモスタットを３２� ℃に設定したところ 、、、

ビタット内の温度は２８� ℃～３４� ℃の間を変動し、　３０� ℃～

３１� ℃でアクアノートは快適であったが、３４� ℃では少し暑さ

を訴えた。

ハビタット内の湿度はハビタット出入口が直接海水に接して

おり。水分が補給され過湿に　るおそれがあるので、相対湿度

７０ ％を目標に除湿したが、結果的には、湿度は６０～８０％

の範囲で変動した。また出入口から湿度が居住区内に侵入する

のを防ぐの　、シリカゲル・カーテンを使用したが、その効果

は大きかった。

ハビタット内の環境ガスはシミュレ ーション実験に使用した
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のと同一組成を使用し、アンビリカルホースによって 支援ブイ

よ　補給した。

ハビタット内部では除湿器、循環通風機等から多少の騒音が

発生したが、居住性に影響するよう　ものでは　 かっか。しか

し。トイレ ットのし尿排出機能が悪く、臭気を発生し、今後の

実験においてはトイレットの改造は不可欠であることが判明し

た。

(口) 動作の能率面からみた機械、計器その他の装置に関ずる人間

工学的研究：今回の実験では ハビ タットは浮力を持たせてシン

カーに係留さぜたが、浮力が小さかったため、内部でのアクア

ノートの移動や波浪の影響を受けて動揺した。今後の実験では

ハビタットの浮力の増大をはかる必要があ　。また出入口に設

備されている梯子は昇降が容易　よう　改造する必要がみとめ

られた。ノヽビタットの内部については、潜水器格納庫の整備

寝室の２段ペットの不使用時におけるソファ化、　 計の取付

け位置、電気ポットの温度指示計の改造友どを検討する必要の

あることが指摘された。またハビタット内外の照明については

内部照明は十分であったが、外部照明は増大する必要のあるこ

とが指摘された。

アクアノートのチームワ ークと適性、外部との通信、食事痙

どの生活上の問題点の探索：アクアノートのチームワークと適

性については練成　練お よびシミュレ ーション実験の成果が あ

力づ 。海中居住実験の実施にあたって問題と　る点はほ とんど

かっか。外部との通信は有線電話、水中無線電話およびテレ
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メールの３方式　ついて信頼性を検討したが、有線電話方式の

有効性と信　 が確認された。

また食事　ついてはシミュレーション実験　おげる摂取熱量

をふまえ、摂取熱量の3,8 0 0べ／日とし、献立については アクア

ノートの意見を参考　して朝食は軽く、昼・夕 食は変化に富谷

組み合せとし、調理はアクアノートが冷凍食品を電気 オーブ ン

で解凍する方法をとった。しかし、電気 オーブンの解凍能力が

小さいため。調理に長時間を費やす結果になった。士だ非常食

として、サラミソーセージ、ビステット、チョコレート、飲料

水を４人１週間分準備したが、これらの使用は食料補給のさい、

主食が浸水して利用でき　く　ったときと、支援ブイからの給

水が一時中断したとき　一部を使用する　止っだ。また居住実

験中　新鮮　野菜とめん類補給の要求があった。

支援施設の適否に関する研究：今回実施した３０ａ海中居住

実験は天候に巛まれたため、ほとんど問題は左かったが、こ　

実験に使用した支援施設け平穏左海況のもとに 実験をおこ　う

ことを前提として設計されているので。実際に海上・海中に施

設を展開したあと、状況によって実験を中止し　ければ　ら　

く万る。この点から、海中作業基地システム全体として耐波性、

全天候性、安全性、荒天嶮韵の処置等について十分に検討する

必要がある。

支援ブイは両舷のボラードよ　フェアリーダーを通した２本

のワイヤーを途中１本にして４５％のナイロンエイトロープを

使用して４.8～6. 6 ノットで横須賀より実験海域に曳航しか力八
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曳航中　発電機冷却水取入口から泡が混入したため、エンチン

を停止して曳航し　ければ　ら　かった。この状態から判断し

て曳航速力は5.1 ノット以下が適当であると考えられる。痙お

曳航中海上が平穏であったため、甲板上に多大の機材を塔載し

ても問題は　かったが、海象の変化を考えると格納場所を確保

する必要がある。

支援ブイは実験海域に４点係留した。係留半径(200m  ) の

予定　対して索長が短かったため、索の接続が困難であり、ま

た転換滑車に張力がかかると、甲板の溶接部に歪を生ずるのか

観察された。またウインチの巻こみ、巻出し速度が遅く荒天時

の作業　は不適であることも指摘された。

支援ブイを係留するに当って、潜水支援船を支援ブイの防波

提に　 るように配船した。これは小さい波には有効があったが、

うねりには効果が　かった。

今後係留軸の決定には、潮流、風向、お よびうねち）の方向に

関するデータを検討して最適条件で係留することが望ましい。

ハビ タット、ＤＤＣ等の管制作業は支援ブイ上の管制室内で

実験研究の計測作業と並行して実施したため、混雑を免れ毳か

った。また支援ブイ上のスペースの制限から実験実施本部を陸

上に設置したため、連絡に円滑さと確実さを欠いた。また支援

ブイの人員収容能力が限定されていたため、実験隊員も居住と

就寝に支障を来した。今後の実験には 支援ブイの居住施詢の大

幅　強化が必要である。

支援ブイ上のＤＤＣ応対するガ スの配管は天井裏　 ってい
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る部分もあり、漏洩のチェ ックに完全 を期しがたかった。また

支援ブ イの発電能力は１００ＫＶＡ（８０ＫＷ）×２であったが、 今回

の実験にお ける最大 消費量は１台運転 の ７０％程度 で、発電能

力は十分 と考え られた。 また配線回路は ２基 の発電機に対して

ある程度確立してい るが、で きれば 複配線が 望ましい。また コ

ンセン トは今回の実験応多種類の計測機器を使用 したため、 コ

ンセントの数量 と、各コンセン トの容量応つい て今後検討する

必要のあるこ とが 指摘さ れた。

支援 ブ イからハビタットに対 する送 配電は ４４０Ｖ系アンビリ

カル ケーブルによ ったが、海中居住 実験を終了した時点 でコネ

クタ ーか らの海水の侵入に よる短 絡事故があ った。この よう　

事故の 防止対策　 らび　 ハビタ ットの応急電源応つい て検討 す

る必要がある。 またＰＴＣ応対 する送 配電につい てもケ ーブル

外被の損傷穴 より海水が浸透し て絶縁不良 と　 り、通 信系を除

き使用不 能と　 っ た。

Ｐ ＴＣの着水､吊り下げ 、揚収は支援 ブイの舷外　 張出し た門

型 クレ ーンを使用して操作 する よう　 っているが 、動揺防止

の装 置が　 く、またＰＴＣが海中　 ある間支援 ブイが波 浪　 よ

り上　 するさいに 吊りワイヤの衝撃を吸収 させる装置が 左かっ

たため、降 下、揚収作業が困 鑵でかつ危険を 伴左い、かつPTC

を海中に設 置し てい た間にヶ－ブルが弛緩 したさいにＰ ＴＣの

吊 り金具がＰＴＣ本体頂部を衡撃した。 これはＰＴＣを損傷す

るお そ れがあるので、今後改良 を要する と考えられる。

アクアノートがＰＴＣからハビタ ットに到達する 閧。また八
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ビタットからＰＴＣ　帰着する間、およびハビタット周辺にお

いて海中作業を実施する間、横浜潜水製He　　マスクと通常の

ウエットスーツを使用したが、とく　問題はなかった。今回は

浅深度短時間の潜水であったのでウエットスーツでも問題は痙

かっかが、潜水深度、潜水時間を増大する場合には、ドライス

ーツの使用を検討し　けれぱ　ら　いであろう。また深度計お

よび温湿度計　ついては、自記記録方式を採用し、かつ深度計

の表示を　 よりも､　単位の目盛とする必要がある。ガスク

ロマトグラフを使用したガス分析は人力による読取りと計算に

よったが、コンピュータによる自動分析を採用して省力化する

必要がある。またアクアノートの非常警報システムは十分で　

く、伝達方法の構成を検討する必要が指摘された。

海中居住実験の支援に使用する船艇のうち、ハビタット運搬

用バージとして外洋航行が可能　こと、ハビタット本体。シン

カーその他係留用具を塔載しうる十分　甲板スペースを有する

こと。曳航に適した船型であるものを、また設標用クレーン船

兼ガスバージ船は重量物の移動を考え、３０トンクレーンを保

有するものを、ハビタット設置用クレーンはハビタットとシン

カーを同時に吊り上げるため8 ･O トン以上の吊り上げ能力をも

つものを使用し、各種作業を事故　く実施することができた。



２� 

Ｖ　ま　と　め� 

1. アクアノート訓練

(１) １２名のアクアノート候補者　対し約３ヶ月間にわた　)、飽和

潜水技術および実験装置・ライフサポート関係機器・医用機器操

作等の訓練を実施し、最終的に海中居住可能者６名を決定した。

この中には今回初めてシートピア実験に参加したものもあり、又

予備実験の経験者も含まれていたが、何れもヘリウム混合ガ ス沱

よる飽和潜水技術を修得し、居住実験毘支障の左い練度に到達 咨

せることができた。� 

(2) アクアノート候補者沱対しライフ・サポートシステムの運用技

術、医用機器の操作訓練を実加iしたことは、将来の実験を行竒う

のに貴重　経験を得た。� 

(3) 今後の実験に当っては、アクアノートは海洋科学技術等の専門

的知識・技術が要求されるので、候補者の選定と訓練にこの点を

留意する必要がある。� 

(4) 今回は指導員の不足 と準備不足のため十分左訓練は出来慳かっ

たが、次回はこの点を改善するとともに、今回の実績を生かして

効果的　訓練を期さ　ければ　ら　い。

30m シ ミュレ ーション実験

（1）　 境コントロールお よびライフサポートに関する実験。家兎を

用いた減圧実験、3 0 　シミュレ～ション実験を行在い予想通り

の成績を得、ＤＤＣは3 0 　 中実験のための装置としてその性� 
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能を発揮し得ることを確認した。

（2） 環境コントロ ールおよびライフ・ サポートに関する実験におけ

る所見

）Ｃ０２吸収器は多少改善し　け れば　ら　いが、PC02 を0.01

ＡＴＡ以下に保つためには 、 パラライムを２～３時間毎に交換す

ればよいことと、Ｃ０２の吸収量は 約12.3　 であることを明

らかにした。

ii）温度の制御について特に問題は 左かったが、換気装置とも関

連して、室内温度を平均化する考慮が必要であろ う。

iii)湿度の制御については。実験開始時と終了時で湿度差は約10

％におさまり、除湿機の能力は十分であった。

（３） ３０ｍシミュレ ーシ日ン実験は アクアノート４名がＤＤＣ内に

居住して、環境コントロール、ライフ・サポート、減圧操作技術

等について行左われ、各装置、減圧表、操作技術の性能と安全性

を確認し、30　 海中居住実験を 遂行し得る確信を得ることが出

来た。

3｡30m 海中居住実験

3 0 　海中居住実験は、関連装置の点検整備、ハビタットの開設 、

開設後の点検、支援ならびに安全の確認等の準備に万全を期した上

で、８月１５日より１８日に亘って海中 居住をその後の減圧を経て

滞り　く実験を完了した。この実験の成果お よび所見を述べれば次

の通りである。
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（1） シートピ ア計画における海中居住実験第１段階である3 0 772水

深での実験を通じて今後に予定される更に大深度の実験に役立つ

貴重　資料を得ることが出来た。

（2） アクアノートが補給資材を受領する要領については、支援潜水

員の協力を得て簡易　運搬方式を実施し、所期の成果を得た。た

だし深々度での資材補給は必ずしもこのようには行左え左いので

一層の配慮が必要と思われる。

（3） 簡単　手工具を使用しての海中作業は、短時間の作業であった

が、ある程度の成果を得ることが出来た。

（4） ハビタット設置場所周辺の水温、流向、流速、透明度、溶存皷

素、塩分度、風向風速、波高　どの観測測定を実施し、今後の実

験における研究の指針を得た。

また底質試料採取、海中生物観察についても所期の成果を得た。

（5） 減圧とライフ・サポートに関しては 、混合ガ スによる飽和潜水

お よび短時間潜水に関する減圧表ならびに減圧法を、シミュレー

ション実験による安全性の確認をへてから海中実験に適用した。

また環境コントロールの技法については、慣熟訓練とシミュレー

ション実験等を通じて修得した技術を海中居住実験に実施し、ほ� 

!こ所期の成果を挙げることが出来た。

（6） アクアノートの健康管理毘ついては、居住前後の健康診断、居

住中および減圧時の各種検査によって実施し、今後の実験沱対す

る資料を得た。

（7） 装置・機器沱関する人間工学的検討については、本実験に使用

した装置は全体的に狭く。空間の効果的利用につき更に検討の必� 
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要があること、また内外部の照明、清水装置、調理設備、作業機

材の格納、室内の騒音等について検討改善の必要のあることが認

められた。

（8） チーム・ワークとアクアノートの適性については 、教育訓練と

心理適性検査に よって判定したが、その判断により適切左処置が

取り得るための条件を整備出来るよう今後検討を要する。

（9） 海中居住期間中、食事は冷凍食品を採用し、カロリーおよび食

品の組合せについても予め配慮したので、特に問題は認められ左

かった。

今回の実験は天候に恵まれ、何等の事故左く経過したが、支援

ブイをはじめ海上 ・海中の施設は気象、海象の変動を考慮すると

運用上の性能、能力に余裕が少いものと認められた。

今後長期かつ大深度の作業を実施するさいはこの点を十分に検

討し安全性の強化を図ると共に、実施の限界を認定する基準等に

ついても事前に十分検討してお く必要があると思われる。

ハビタットの設置は 、着底方式からハビタットに浮力をもたせ、

シンカー沱係留する方式に変更したが、この方式は非常に効果的

であったと考える。

使用した潜水器については｡、装備点検に一段の工夫が必要であ

る。潜水服にについては 。特に問題は　かったが、今後の実験に

当っては別途検討を要する。� 
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２

「潜水シ ミュレ ータ」海中環境訓練実験装置の主要要目

１

ま　 え　 が　 き

わが国の海洋開発に関する国家プロジェ クトの一つとして「 海洋

開発に必要な先行的、共通的技術の研究開発 」があげられている。

この内の１テーマとしての潜水医学を含む潜水技術並びに必要左

機具の開発は わが国の海洋開発を推進する上において、最も基礎的

にして、かつ必要欠くべがらざるものであると考える。

海洋開発においては、直接人間が潜水し、調査し、計測を行力:い 、

かつ作業をすることの必要性は大きく、たとえこれが機械に置き換

えられたとしても無視することはできない。人間が海に潜ることの

前には海 という特殊カ:環境のもつ苛酷な条件、す　わち、高い水圧

空気の欠除 、低水温等の克服が前提とたる。

この条件を実海面では　 く陸上施設で再現し。能率よく、安全に

しかも経済的に訓練お よび実験を推進するために潜水シミュレ ータ

が必要とされる。

当海洋科学技術センターはさ きに海中開発技術協会が科学技術庁

の委託を受けて建造研究を進めていた潜水シミュレ ータの建造研究

業務をセンターの設立とともに同協会から継承し、引続き建造を進

めてきたが、４８年７月完成した。

この装置は5  0 0m までの海中環境に相当する５０気圧以下の高圧

環境を陸上において再現できるもので、この深度までの潜水生理、

潜水医学、潜水作業お よび潜水機器の研究と、 潜水研修訓練に使用

するものである。以下にこの装置の概要を紹介する。� 
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２

装 置 の 概 要

この潜水シミュレータは潜水シミュレータ本体、潜水シミュレー

タ環境コントロールおよび中央管制装置と潜水シミュレータヘリウ

ム回収精製装置の３つの装置からたっている。� 

2 ―1. 潜水シミュレ ータ本体

本体であるチェンバー・コンプレックスは、次の５つの耐圧チ

ェンバーを連絡通路で結合したものである。

ウエット・チェンバー

１　ドライ・チェンバー

１　サブ・チェンバー

２　ドライ・チェンバー

２　サブ・チェンバー

左お 、各チェンバーの主要目とチェンバー・コンプレックス(乙)

配置概要を第１表と第１図に示す。

チェンノ゙－の配置は実験研究の多様性と安全性が十分考慮され

ており、５つの耐圧チェンバーは剛性を有する一体構造の基礎上

に据付け、地震時における相互間の変位が生じないよう考慮し、

熱膨張、収縮痙らびに加圧時の伸び等に対して過大左集中応力が

生じないよう留意している。� 

(1) ウエット・チェンバー

ウエットチェンバーは被訓練者、指導者、計測者等、合計最大

人員４名を収容でき、胴部水面上に虎１ドライ・チェンバー、ぶ

２ドライ・チェンノ゛一に通ずる直径９０CMの２個の通路扉を設け� 
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られている。

チェンバーの下部より約3.2 。zの深さまで真水を入れ、水面上

１０　の位置にドーナツ状のグレ ーチンクを張り。潜水者が中央

の直径1.5 　マンホールから梯子で水中に降t)ることができる。

この中では各種の潜水訓練、水中作業が行左えるとともにエル

ゴメーター左どを使用しての水中作業のエネルギー代謝の研究、

潜水呼吸器具お よび装備品の研究、開発左ど、潜水作業、潜水医

学および潜水機器に関する各種の試験研究が行なえる。

第 １ 表　 各 チ ェンバ ー の 主 要 目� 
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また、本チェンバーには内部の様子を調べるための覗き窓が６

個と内部照明を行なうための照明窓が５個装備されている。

（2）　ドライ・チェンバー　

ドライ・チェンバーは両端に半球形鏡板を有する横形円筒容器

で全溶接構造とし、　1　ドライ・チェンバーには両端の鏡板中央

にウエット・チェンバーおよび　１サブ・チェンバーに通ずる直

径９０　の２個の通路扉を設げている。また詭２ドライ・チェン

バーには両端の鏡板中央に　２サブ・チェンバーおよび外部への

出入口に通ずる直径９０　の２個の通路扉を設けている。

このドライ・チェンバーは４名の潜水訓練者が長期間居住し、

生活できるようにベッド、机、椅子、調瑶台等の居住設備一式を

備え、高圧環境下に長期間滞在した場合の生理学的、心理学的影

響に関する研究をはじめ。高圧環境下における酸素中毒の発生機

構、並びにその予防および治療に関する試験研究等、潜水医学の

試験研究に主として使用される。

なお、このドライ・チェンバーには付着品として、実験中の被

験者への食事類の補給および実験サンプル、データーの取出し用

として400　 サービスロック１個と内部監視用 覗き窓６個、内

部照明用窓３個が夫々のドライ・チェンバーに取付けられている。

（3） サブ・チェンバー

サプ・チェンバーは球形容器で全溶接構造であ　、　１サブ･

チェンバーには外部への出入口に通ずる直径９０・ の１個の扉を

設け 、　 サブ・チェンバーにはウェ ット・チェンバー、虎２ド

ライ・チェンバーおよび外部への出入口の夫々へ通ずる直径 ９０

－ Ｕ ４ －



Ｓの２個の通路扉を設けている。

従って、サブ・チェンバーは隣接するドライ・チェンバーとウ

エット・チェンバーのいづれに対してもロ ックして使用できる。

また烝２サブ・チェンバーは単独で加圧することも可能であると

ともに。夫々のサブ・チェンバーにシャワーを設け、居住実験中

のシャワー室として利用で きるものとした。

左お、このサブ・チェンバーにもドライ・チェンバーと同様、

夫々１個のサービ スロックと覗き窓２個、照明窓１個が設けられ

ている。

（4） 居住設備

各チェンバーには夫々の使用目的に合った寝台、折たたみ机。

流し台、本立、棚、洋式便所、手洗器、シャワー、鏡、コートハ

ンガー。椅子およびカーテン 竒どの備品を配置した。

チェンバー内で使用する清水、温水はチェンバー内圧力に変動

され慳いよう、耐圧ラインを用いて、チェンバー圧と均圧されて

いる清水ヘッドタン クから給水される。

汚水および汚物処理についてはチェンバー内と均圧され、かつ

中央がゴム膜にて仕切られた汚水タンク院流し込み、汚水タンク

からブロータンクへ汚水を一旦移して後、真水にて外部へ放出す

るもので。チェンバー内のガスが外部に流出し憲いよう考慮され

ている。

（5） その他

チェンバー内院おいて火炎発生した場合の消火設備として。清

水ヘ ッドタン クより給水され、チェンバー内のスプリン クラーよ� 
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り散水させる初期消火ラインと別置の消火水タンクより消火水ポ

ンプを用いて前述のスプリンクラーより散水させるラインの２系

統が設けてある。

安全装置の一つとして、地震その他の外部要因によるチェンバ

ー内ガス圧力の急激万低下を確実に防止するために各チェンバー

のガス出入口内側に非常用遮断弁（ ＥＳ弁と称する ）を設けてい

る。

また。各チェンバーは外面沱厚さ５０Ｕのグラスウールを用い

て保温されている。

－ Ｕ6



３。 高圧実験水槽建造の全体計画

４７年６月、高庄実験の学識経験者及び高圧実験水槽の利用者等

から構成される高圧実験水槽委員会（ 委員長　渡辺茂　東京大学教

授）を設置し、要求性能、仕様左どを検討していた高圧実験水槽は 、

昭和４８年２月、三菱重工業㈱と建造契約を行毳い、昭和５０年９

月の完成を目指して、現在㈱日本製鋼所室蘭製作所において高圧実

験水槽本体の鍛造が順調忙進められている。

深海域の開発利用については、最近急速に増加しつつある放射性

廃棄物の廃棄場所として、また深海底のマンガン団塊左ど有用鉱物

資源の鉱床として、近年その開発利用が注目されはじめているが、

そのためには深海域の海洋環境の調査、有用鉱物資源の分布お よび

賦存量の調査が必要と毳る。また、深海域は我々人類の生活ひこ大 き

左影響を及ぼす地震、津波左ど自然現象の発生源となっており、こ

れらの発生機構を解明するための地球物理学的諸調査をさらに進め

ることも期待されている。

これら（乙）各種調査を実施し、次の段階としての深海域の開発利用

を行左うためには、数百K� §> / cmの水圧に長期間あるいは多数回の使

用に耐え得る高信頼度の深海用機器（ 深海潜水調査船、海洋ロボッ

ト、光学及び音響機器。海況記録装置等 ）を開発することが必要で

ある。そして人命や機材の損失を防ぎ、機器の信頼性を向上させる

ためには、深海機器（乙）開発段階において、各種装置に対して徹底し

た耐圧試験と作動試験を実施し左け れば左ら友い。

海洋科学技術センターが今回建造を進めている高圧実験水槽は、

このよう毳観点から、当センターをはじめ、海洋関係試験研究機関

竒らびに民間企業が深海機器の研究開発を行左うために各種耐圧 。� 
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作動試験に使用することを目的として設置されるものである。

本高圧実験水槽は、加圧力及び水槽内寸法を併せ勘案すると我国

最大の規模であり、また、海水による加圧試験を考慮 しているため

その建造にあたっては 、高度の技術が要求される。

このため、水槽本体の加工 なヽらびに加圧系統機器の製作には、原

子力発電施設の建設や化学プラントの製作に必要とされる高圧機器

の裘造技術、試験検査技術なヽど、最新の技術を充分に活用するとと

もに。委員会の助言をふまえて安全かつ 高性能左高圧実験水槽の完

成をめざし現在建造を進めている。

水 槽 本 体 概 略 図
以下に、その仕様の一部を紹介する。

水 槽 本 体 寸 法

以下に、その仕様の一部を紹介する。

水 槽 本 体 寸 法　 内径　14  0 0 mmり

静圧加王力（ 最高 ）　 長さ　3000 ミ Ｌ

静圧加圧力（ 最高 ）　　15  60 K§>/ cm

静圧 昇 圧 所 要時 間　　３０分以内

繰返加圧力（ 最高 ）　　６５０ Ｋ５ﾚ／ｄ

繰 返加 圧 サイ クル　　1 ～0.０ １ cpm

加　 圧　 媒　 体　　人工海水、海水。

真水、油� 
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